
 

 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
3
-1
-
1
 R
1 

Ⅴ-3-1-1 強度計算の基本方針の概要 
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1. 概要 

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（平成25年6月28日 

原子力規制委員会規則第六号）（以下「技術基準規則」という。）第17条に規定されている設計

基準対象施設または第55条に規定されている重大事故等対処設備に属する容器，管，ポンプ，

弁若しくはこれらの支持構造物又は設計基準対象施設に属する炉心支持構造物の材料及び構造

について，適切な材料を使用し，十分な構造及び強度を有することを説明するものである。 

なお，設計基準対象施設のうち材料及び構造の要求事項に変更がなく，改造を実施しない機

器については，今回の申請において変更は行わない。 

今回，新たに材料及び構造の要求が追加又は変更となる機器であって，クラス１機器のうち

原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲，「残留熱除去設備」及び「非常用炉心冷却設備その他原

子炉注水設備」の改造に伴い強度評価が必要な範囲，クラス２機器のうち「原子炉格納容器調

気設備」の改造に伴い強度評価が必要な範囲，クラス３機器のうち「使用済燃料貯蔵槽冷却浄

化設備」及び「その他発電用原子炉の附属施設（火災防護設備）」，クラス４機器のうち「放射

性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備並びに格納容器再循環設備」の改造に伴い強

度評価が必要な範囲，重大事故等クラス２機器（支持構造物含む），重大事故等クラス３機器に

ついて，強度計算及び強度評価の基本方針，計算方法について以下の資料により構成する。 

また，クラス１管を支持する支持構造物及び重大事故等クラス２機器を支持する支持構造物

であって，その損壊により重大事故等クラス２機器に損壊を生じさせるおそれがある重大事故

等クラス２支持構造物の強度計算については，計算方法が耐震評価と同じであり，地震荷重が

支配的であることから，添付書類「Ⅴ-2 耐震性に関する説明書」にて説明する。 

上述の機器と評価条件が異なる自然現象等特殊な荷重を考慮した評価が必要な設備のうち竜

巻の荷重を考慮した評価を別添1に，火山の影響による荷重を考慮した評価を別添2に，津波又

は溢水の荷重を考慮した評価を別添3に示す。 

技術基準規則の機器区分に該当しない機器のうち，施設した内燃機関（燃料系含む）の評価

を別添4に，非常用発電装置（可搬型）の内燃機関の評価を別添5に，重大事故等対処設備とし

ての炉心支持構造物の評価を別添6に，及び重大事故等対処設備としての原子炉圧力容器内部構

造物の評価を別添7示す。 

 

Ⅴ-3-1 強度計算の基本方針 

Ⅴ-3-1-1 強度計算の基本方針の概要（本紙） 

Ⅴ-3-1-2 クラス１機器の強度計算の基本方針 

Ⅴ-3-1-3 クラス２機器の強度計算の基本方針 

Ⅴ-3-1-4 クラス３機器の強度計算の基本方針
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Ⅴ-3-1-5 クラス４機器の強度計算の基本方針 

Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の 

基本方針 

Ⅴ-3-1-7 重大事故等クラス３機器の強度評価の基本方針 

 

Ⅴ-3-2 強度計算方法 

Ⅴ-3-2-1 強度計算方法の概要 

Ⅴ-3-2-2 クラス１管の強度計算方法 

Ⅴ-3-2-3 クラス１弁の強度計算方法 

Ⅴ-3-2-4 クラス２管の強度計算方法 

Ⅴ-3-2-5 クラス２弁の強度計算方法 

Ⅴ-3-2-6 クラス３容器の強度計算方法 

Ⅴ-3-2-7 クラス３管の強度計算方法 

Ⅴ-3-2-8 クラス４管の強度計算方法 

Ⅴ-3-2-9 重大事故等クラス２容器の強度計算方法 

Ⅴ-3-2-10 重大事故等クラス２ポンプの強度計算方法 

Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス２管の強度計算方法 

Ⅴ-3-2-12 重大事故等クラス２弁の強度計算方法 

Ⅴ-3-2-13 重大事故等クラス２支持構造物（容器）の強度計算方法 

Ⅴ-3-2-14 重大事故等クラス２支持構造物（ポンプ）の強度計算方法 

Ⅴ-3-2-15 重大事故等クラス３機器の強度評価方法 
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Ⅴ-3-1-4 クラス３機器の強度計算の基本方針 
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1. 概要 

クラス３機器の材料及び構造については，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準

に関する規則」（平成25年6月28日 原子力規制委員会規則第六号）（以下「技術基準規則」と

いう。）第17条第1項第3号及び第10号に規定されており，適切な材料を使用し，十分な構造及

び強度を有することが要求されている。 

本資料は，「その他発電用原子炉の附属施設（火災防護設備）」のうちクラス３機器となる

容器及び管が十分な強度を有することを確認するための強度計算の基本方針について説明する

ものである。 
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2. クラス３機器の強度計算の基本方針 

クラス３機器の材料及び構造については，技術基準規則第17条（材料及び構造）に規定され

ており，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」（平成25年6月

19日 原規技発第1306194号）（以下「技術基準規則の解釈」という。）第17条10において「発

電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））＜第1編軽水炉規格

＞ ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007」（日本機械学会）又は「発電用原子力設備規格 設計

・建設規格（2012年版）＜第1編軽水炉規格＞ ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2012」（日本機械学会）

によることとされているが，技術基準規則の施行の際現に施設し，又は着手した設計基準対象

施設については，施設時に適用された規格によることと規定されている。同解釈において規定

されるＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007（以下「設計・建設規格」という。）及びＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１－2012は，いずれも技術基準規則を満たす仕様規定として相違がない。 

よって，原水タンク及びクラス３機器（消火設備用ボンベ，消火器及び火災防護設備用水源

タンクを除く）の評価は，基本的に施設時の適用規格による評価とし，施設時の適用規格が設

計・建設規格のものである為，設計・建設規格による評価を実施する。 

また，技術基準規則の解釈の冒頭において「技術基準規則に定める技術的要件を満足する技

術的内容は，本解釈に限定されるものではなく，技術基準規則に照らして十分な保安水準の確

保が達成できる技術的根拠があれば，技術基準規則に適合するものと判断する。」ことが規定

されている。 

クラス３容器のうち火災防護設備用水源タンク（原水タンクを除く）については，鋼製石油

貯槽と同じ全溶接製縦円筒型貯槽であることから鋼製石油貯槽の構造の規定であるJIS B 8501

（1995）「鋼製石油貯槽の構造（全溶接製）」（以下「JIS B 8501」という。）の規定に従っ

て設計しているため，クラス３容器の材料，構造及び強度の要求に照らして十分な保安水準の

確保ができることを確認した上で，施設時の規格であるJIS B 8501に基づき評価を実施する。 

クラス３容器のうち完成品としてそれぞれの高圧ガス保安法及び消防法の規制を受ける消火

設備用ボンベ及び「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に関する審査基準（原規技

発第1306195号（平成25年6月19日原子力規制委員会決定））」に基づき設定する火災区域又は

火災区画に配備する消火器（以下「消火器」という。）については，技術基準規則第17条第1項

第3号及び第10号におけるクラス３容器の材料，構造及び強度の要求に照らして十分な保安水準

の確保ができることを確認した上で，高圧ガス保安法及び消防法に適合したものを使用する設

計とする。 

原水タンク及びクラス３機器（消火設備用ボンベ，消火器及び火災防護設備用水源タンクを

除く）の材料については，設計・建設規格に規定されている材料を使用する設計とする。 
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また，消火設備用ボンベ及び消火器の材料については，技術基準規則第17条におけるクラス

３容器の材料，構造及び強度の規定と高圧ガス保安法又は消防法の規定の比較評価において適

切であることを確認する。 

火災防護設備用水源タンク（原水タンクを除く）の材料については，JIS B 8501に基づき適

用された材料が技術基準規則第17条の要求を満たすものとして規定されている材料であること

を確認し，クラス３容器の構造及び強度の規定とJIS B 8501の規定の比較評価において適切で

あることを確認する。 
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2.1 原水タンク及びクラス３機器（消火設備用ボンベ，消火器及び火災防護設備用水源タンク

を除く）の構造及び強度 

原水タンク及びクラス３機器（消火設備用ボンベ，消火器及び火災防護設備用水源タンク

を除く）については，技術基準規則施工前に着手又は完成した設備を含み，施設時の適用規

格は設計・建設規格である。よって，設計・建設規格による評価を実施する。 

 

2.2 クラス３機器のうち消火設備用ボンベ，消火器及び火災防護設備用水源タンク（原水タン

クを除く）の構造及び強度 

クラス３機器のうち消火設備用ボンベ，消火器については設計に適用した高圧ガス保安法

及び消防法の規定が技術基準規則第17条に照らして十分な保安水準の確保が達成できる技術

的根拠があることを確認する。 

また，火災防護設備用水源タンク（原水タンクを除く）については設計に適用したJIS B 

8501が，火災防護設備用水源タンクの使用条件下において技術基準規則第17条に照らして十

分な保安水準の確保が達成できる技術的根拠があることを確認する。 

 

(1)  技術基準規則第17条第1項第3号，第10号及び第15号の要求事項 

a. 材料 

・クラス３容器に使用する材料が，その使用される圧力，温度，荷重その他の使用条

件に対して適切な機械的強度及び化学成分を有すること。 

・工学的安全施設に属するクラス３容器に使用する材料にあっては，当該機器の最低

使用温度に対して適切な破壊じん性を有することを機械試験又はその他の評価方法

により確認したものであること。（火災防護設備は工学的安全施設に該当しないた

め対象外） 

 

b. 構造及び強度 

・設計上定める条件において全体的な変形を弾性域に抑えること。 

・クラス３容器に属する伸縮継手にあっては，設計上定める条件で応力が繰り返し加

わる場合において，疲労破壊を生じないこと。（消火設備用ボンベ，消火器及び火

災防護設備用水源タンクに対して伸縮継手を使用していないため対象外） 

・設計上定める条件において，座屈が生じないこと。（消火設備用ボンベ，消火器及

び火災防護設備用水源タンクの外面には圧力が加わらないことから対象外） 
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c. 主要な耐圧部の溶接部 

主要な耐圧部の溶接部について，不連続で特異な形状でないものであること等が規定

されている。（主要な耐圧部の溶接部は，機器のうち容器及び管を対象とし，施設の安

全上の重要度，圧力，口径等から技術基準規則の解釈に定められており，火災防護設備

については，外形150mm以上の管が「主要な耐圧部の溶接部」に該当し，容器について

は対象外） 

 

(2) 技術基準規則第17条と高圧ガス保安法の規定の比較 

a. 材料 

技術基準規則第17条では，圧力，温度，荷重その他の使用条件に対して適切な機械的

強度及び化学的成分を有していることが要求されている。 

一方，高圧ガス保安法では，容器について，充てんする高圧ガスの種類，充てん圧力，

使用温度及び使用される環境に応じた適切な材料を使用して製造することが要求されて

おり，考慮する使用条件は以下のとおり同等であることから，材料に対して要求する保

安水準は確保されている。 

（圧力） 

技術基準規則第17条では，設計上定める条件において，機器が受ける最高の圧力以

上の圧力である「最高使用圧力」を条件としており，高圧ガス保安法における，ボン

ベ内部に受ける最高の圧力である「充てん圧力」と同等である。 

（温度） 

技術基準規則第17条では，設計上定める条件において，最高の温度以上の温度であ

る「最高使用温度」を条件としており，高圧ガス保安法における「使用温度」として

規定している温度の上限値と同等である。 

（荷重） 

技術基準規則第17条の要求を満たす仕様規定である設計・建設規格のクラス３容器

の規定において，具体的な荷重は規定されていない。消火設備用ボンベに対する荷重

は最高使用圧力に包絡されており，高圧ガス保安法も充てん圧力を規定していること

から，想定する荷重は同等である。 

（その他の使用条件） 

技術基準規則第17条では，機器の内部流体等の使用条件を考慮した材料を選定する

ことが要求されており，具体的な使用可能材料が設計・建設規格に規定されている。 
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一方，高圧ガス保安法では，ボンベの材料選定として，充てんする高圧ガスの種類

等，使用される環境に応じた適切な材料を選定するよう規定していることから，技術

基準規則第17条において考慮すべき「その他の使用条件」と同等である。 

 

b. 構造及び強度 

技術基準規則第17条では，設計上定める条件において全体的な変形を弾性域に抑える

ことが要求されている。 

一方，高圧ガス保安法では，「一般継目なし容器（ハロンボンベ及び二酸化炭素ボン

ベ）の必要肉厚を材料の許容応力より算出すること」が要求されており，材料の降伏点

を超えることのないよう許容応力を規定していることから，要求する保安水準は確保さ

れている。 

 

上述のa.項及びb.項より，技術基準規則第17条と高圧ガス保安法の材料，構造及び強度

の規定の水準は同等であることから，火災防護設備として使用する消火設備用ボンベにつ

いては，高圧ガス保安法の材料，構造及び強度に関する要求に適合することにより，技術

基準規則第17条の要求に照らして十分な保安水準の確保ができる技術的根拠があることか

ら，高圧ガス保安法に適合したものを使用する設計とする。 
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 (3) 技術基準規則第17条と消防法の規定の比較 

a. 材料 

技術基準規則第17条では，圧力，温度，荷重その他の使用条件に対して適切な機械的

強度及び化学的成分を有する材料を使用することが要求されている。 

一方，消防法では，容器について耐食性及び耐久性を有する材料を用いた堅牢な材料

を使用すること並びに腐食試験等においてさび等の異常を生じないことが要求されてお

り，考慮する使用条件は以下のとおり同等であることから，材料に対して要求する保安

水準は確保されている。 

（圧力） 

技術基準規則第17条では，設計上定める条件において，機器が受ける最高の圧力以

上の圧力である「最高使用圧力」を条件としており，消防法における消火器内部に受

ける最高の圧力である「調整圧力，閉そく圧力及び使用圧力の上限値」と同等である。 

（温度） 

技術基準規則第17条では，設計上定める条件において，最高の温度以上の温度であ

る「最高使用温度」を条件としており，消防法における「使用温度範囲」として規定

している最高温度と同等である。 

（荷重） 

技術基準規則第17条の要求を満たす仕様規定である設計・建設規格のクラス３容器

の規定において，具体的な荷重は規定されていない。消火器に対する荷重は最高使用

圧力に包絡されており，消防法も使用圧力等を規定していることから，想定する荷重

は同等である。 

（その他の使用条件） 

技術基準規則第17条では，機器の内部流体等の使用条件を考慮した材料を選定する

ことが要求されており，具体的な使用可能材料が設計・建設規格に規定されている。 

一方，消防法では，消火器の材料選定として，充てんした消火剤に接触する部分を

その消火剤に侵されない材料で造ることが規定されており，技術基準規則第17条にお

いて考慮すべき「その他の使用条件」と同等である。 

 

b. 構造及び強度 

技術基準規則第17条では，設計上定める条件において全体的な変形を弾性域に抑える

ことが要求されている。 

一方，消防法では，使用材料に応じた消火器の本体容器の板厚を規定しており，消火

器内部に受ける最高の圧力（調整圧力，閉そく圧力及び使用圧力の上限値）を超える圧

N
T
2
 
補

③
 
Ⅴ

-
3
-
1
-
4
 
R
0
 



 

8 
 

 

力（設計上定める最高の圧力の1.3～2.0倍）で耐圧試験を実施し，強度上支障のある永

久ひずみ（円筒部分にあっては，円周長の0.5％以上の永久ひずみ）を生じないことが

要求されている。これは，設計上定める条件に対して十分な裕度をもって，全体的な変

形を弾性域に抑えることができる水準であることから，要求する保安水準は確保されて

いる。 

 

上述のa.項及びb.項より，技術基準規則第17条と消防法の材料，構造及び強度の規定の

水準は同等であることから，火災防護設備として使用する消火器については，消防法の材

料，構造及び強度に関する要求に適合することにより，技術基準規則第17条の要求に照ら

して十分な保安水準の確保ができる技術的根拠があることから，消防法に適合したものを

使用する設計とする。 
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 (4) 火災防護設備用水源タンク（原水タンクを除く）の設計に適用したJIS B 8501の技術

基準規則第17条クラス３容器の規定への適合性 

a. 材料 

技術基準規則第17条では，圧力，温度，荷重その他の使用条件に対して適切な機械的

強度及び化学的成分を有する材料を使用することが要求されており，適合する材料とし

て，解釈10に記載のある設計・建設規格において使用可能と規定されている材料が該当

する。なお，技術基準規則第17条では工学的安全施設に属する機器以外のクラス３機器

は，破壊じん性及び非破壊試験については要求がない。 

JIS B 8501に基づき設計された火災防護設備用水源タンクは，設計・建設規格クラス

３容器の規定において使用可能とされている材料で製造されており，また，工学的安全

施設に属する機器以外のクラス３機器である。 

よって，火災防護設備用水源タンクで使用されている材料は技術基準規則第17条クラ

ス３機器における材料の要求を満足している。 

 

b. 構造及び強度 

技術基準規則第17条において，構造強度の要求は，設計上定める条件において，全体

的な変形を弾性域に抑えることが要求されており，解釈6において『「全体的な変形を

弾性域に抑える」とは，構造上の全体的な変形を弾性域に抑えることに加え，材料の引

張強さに対しても十分な構造強度を有することをいう。』とされている。 

以下のとおり，火災防護設備用水源タンクの設計に適用したJIS B 8501の規定は，技

術基準規則第17条クラス３容器の構造及び強度の規定を満足している。 

 

（構造上の全体的な変形を弾性域に抑えること） 

開放タンクの規格であるJIS B 8501では，設計降伏点（Ｓｙ）に対して60％に抑える

ことが規定されており，設計条件に対して構造上の全体的な変形を弾性域に抑えるこ

とができる。 

 

（引張強さに対して十分な構造強度を有すること） 

JIS B 8501には設計引張強さ（Ｓｕ）を基準とした許容値の設定がないため，許容値

として設定されている設計降伏点（Ｓｙ）を基準に引張強さの確認を検討する。 

火災防護設備用水源タンクの胴の材料は軟鋼材のSS400であり，（Ｓｙ）は設計引張

強さ（Ｓｕ）に対して60％程度＊1であることから 

Ｓｙ＝0.6・Ｓｕ ・・・（2.1） 
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JIS B 8501で水源タンクに要求されている許容値（以下「Ｓｊ」とする。）は設計降伏

点（Ｓｙ）に対して60％に抑える規定により 

Ｓｊ＝0.6・Ｓｙ ・・・（2.2） 

式（2.1）及び（2.2）より 

 Ｓｊ＝0.6・（0.6・Ｓｕ）＝0.36・Ｓｕ 

となり，設計引張強さに対するJIS B 8501の許容値（Ｓｊ）は（Ｓｕ）に対しても40％

程度に抑えられる。よって（Ｓｊ）を許容値としているJIS B 8501の規定については引

張強さに対しても十分な構造強度を有していると言える。 

また，開放タンクは圧力容器に比べ，その構造から急激な圧力上昇が発生する可能

性はなく，水頭以上の圧力が加わることがないことから，高い圧力による破裂危険性

はない。 

注記 ＊1： JISで規定される（Ｓｕ）（Ｓｙ）に対して，設計・建設規格で規定され

る（Ｓｕ）（Ｓｙ）の値は，40℃以下のSS400で同じ値 

 

上述のa.項及びb.項より，火災防護設備用水源タンク（原水タンクを除く）の設計

に適用したJIS B 8501は，設計条件において構造上の全体的な変形を弾性域に抑える

ことができ，技術基準規則のクラス３容器の要求に照らして十分な保安水準の確保が

できる技術的根拠があることから，火災防護設備用水源タンク（原水タンクを除く）

については，技術基準規則第17条クラス３容器の要求を満足している。 
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1. 概要 

クラス４機器の材料及び構造については，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準

に関する規則」（平成25年6月28日 原子力規制委員会規則第六号）（以下「技術基準規則」と

いう。）第17条第1項第4号及び第11号に規定されており，適切な材料を使用し，十分な構造及

び強度を有していることが要求されている。 

本資料は，「放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備並びに格納容器再循環設

備」の改造に伴い，クラス４機器のうち管が十分な強度を有することを確認するための強度計

算の基本方針について説明するものである。 

 

2. クラス４機器の強度計算の基本方針 

クラス４機器の材料及び構造については，技術基準規則第17条（材料及び構造）に規定され

ており，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」（平成25年6月

19日 原規技発第1306194号）第17条10において「発電用原子力設備規格 設計・建設規格

（2005年版（2007年追補版含む。））＜第1編軽水炉規格＞ ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007」

（日本機械学会）又は「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2012年版）＜第1編軽水炉

規格＞ ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2012」（日本機械学会）によることとされているが，技術基準

規則の施行の際現に施設し，又は着手した設計基準対象施設については，施設時に適用された

規格によることと規定されている。同解釈において規定されるＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－

2005/2007及びＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2012は，いずれも技術基準規則を満たす仕様規定とし

て相違がない。 

よって，今回新たに改造を実施するクラス４機器の評価は，発電用原子力設備規格 設計・

建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））＜第1編軽水炉規格＞ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－

2005/2007による評価を実施する。 
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2. 重大事故等クラス３機器の強度評価の基本方針

重大事故等クラス３機器の材料及び構造については，技術基準規則第55条（材料及び構造）

に規定されており，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」（平

成25年6月19日原規技発第1306194号）（以下「技術基準規則の解釈」という。）により完成品と

して一般産業品の規格及び基準へ適合している場合は，技術基準規則の規定を満足するものと

されている。 

よって，重大事故等クラス３機器の技術基準規則第55条への適合性については，技術基準規

則の解釈第55条6において同解釈第17条6を準用していることから，第17条において技術基準規

則を満たす仕様規定としている「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005年版（2007年

追補版含む。））＜第I編 軽水炉規格＞ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007」（日本機械学会）

（以下「設計・建設規格」という。）のクラス３機器を参考にして評価を実施する，又は完成

品として一般産業品の規格及び基準に適合していることを確認することで評価を実施する。 

完成品を除く重大事故等クラス３機器の材料については設計・建設規格を参考にして適切な

材料を使用する設計とする。また，重大事故等クラス３機器のうち完成品の材料については，

完成品として一般産業品の規格及び基準に適合するものを使用する設計とする。 
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(3) 線の交差の表示

線が交差する場合は下記に従うものとする。ただし，線の優先順位は，太い実線，細い

破線の順とし，同一線が交差する場合は横線を優先して記載する。 

(4) 配管の接続先表示

a. 表記上概略系統図では，原則として工認系統図に合わせ「…へ」及び「…より」で統

一する。 

b. 同一系統の同一シート内での機器の接続は，実線で結ぶことを原則とする。

c. 同一系統であって，別シートへの接続を表示する場合は，接続される概略系統図名を

記載する。また，読込んだシート内に接続する機器がある場合は機器名称も記載する。 

主蒸気系概略系統図 

（その 2）へ 
主蒸気系概略系統図 

（その 1）より 

（その 1） 

（その 2） 

主蒸気系概略系統図 

（その 4）へ 
主蒸気系概略系統図 

（その 3）より 

（その 3） 

（その 4） 

R
1

N
T
2
 
補
③
 
Ｖ

-
3
-
2
-
2
 
R
1



別 1-6 

N
T
2
 
補

③
 
Ⅴ

-
3
-
2
-
2
 
R
0
 

概略系統図の構成が3枚となる場合の表記例 

○○熱交換器

○○系概略系統図

（その 2）へ 

○○ポンプ

○○系概略系統図（その 1）

○○系概略系統図（その 1）

○○ポンプより

○○系概略系統図（その 3）

○○熱交換器へ

○○系概略系統図（その 2）

○○系概略系統図

（その 2）より 

○○系概略系統図（その 3）
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㎜

ディフューザ及びクエンチャは下記表示とする。
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・評価条件整理表

管No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 評価条件に変更があるか 

既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

既工認 

評価規格 

評価 

区分 

同等性 

評価区分

評価 

クラスDB 

クラス

SA 

クラス

クラス

アップ

の有無

DB条件 SA条件 
条件 

変更の 

有無 圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

1 既設 有 DB-3 SA-2 有 有 有 S45告示 ② － SA-2 

2 新設 有 DB-3 SA-2 － － － － ③ － SA-2 

3 新設 有 DB-3 SA-2 － － － － ③ － SA-2＊1 

4 新設 有 DB-3 SA-2 － － － － ③ － SA-2＊1 

5 新設 有 DB-3 SA-2 － － － － ③ － SA-2＊1 

6 既設 有 DB-3 SA-2 有 有 有 S45告示 ② － SA-2 

7 既設 有 DB-3 SA-2 有 有 有 S45告示 ② － SA-2 

R1NT2 補③ Ｖ-3-2-2 R1
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・適用規格の選定

管No. 評価項目 
評価 

区分 
判定基準 適用規格 

1 管の板厚計算 ② 同等 設計・建設規格 

2 管の板厚計算 

③ 

－ 設計・建設規格 

3 管の板厚計算 － 設計・建設規格 

4 管の板厚計算 － 設計・建設規格 

5 管の板厚計算 － 設計・建設規格 

6 管の板厚計算 

② 

評価式 S45告示 

7 管の板厚計算 許容値 S45告示 

8 管の板厚計算 許容値 S45告示 

9 管の板厚計算 評価式 S45告示 

10 管の板厚計算 許容値 S45告示 

11 管の板厚計算 評価式 設計・建設規格 

12 管の板厚計算 評価式 設計・建設規格 

13 管の板厚計算 評価式 S45告示 

14 管の板厚計算 許容値 S45告示 

15 管の板厚計算 ③ － 設計・建設規格 

T1 管の穴と補強計算 

② 

判断不可 
S45告示 

設計・建設規格

T2 管の穴と補強計算 判断不可 
S45告示 

設計・建設規格 
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（逃し弁又は安全弁の吹出し反力その他の短期的荷重に限 

る。）により生ずるモーメント 
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(c) 一次＋二次応力(熱によるものを除く。)
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（自重除く。） 

（支持点の熱膨張変位を含む。） 
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Ⅴ-3-2-3 クラス１弁の強度計算方法 
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1. 一般事項

1.1 概要 

本資料は，添付書類「Ⅴ-3-1-2 クラス１機器の強度計算の基本方針」に基づき，クラス１

弁が十分な強度を有することを確認するための方法を説明するものである。 

1.2 適用規格及び基準との適合性 

(1) 強度計算は，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含

む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設

計・建設規格」という。）により行う。 

設計・建設規格 規格番号と本資料との対応は，表 1-1 に示すとおりである。 

(2) 設計・建設規格に計算式の規定がないフランジについては日本工業規格（以下「ＪＩＳ」

という。）を適用して行う。本資料との対応は，表 1-2 に示すとおりである。 
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表 1-1 設計・建設規格 規格番号と強度計算書との対応 

設計・建設規格 規格番号 
本資料の計算式 

（章節番号） 
備考 

VVB-3300 弁の応力評価 

VVB-3320＊1

VVB-3330＊1 

VVB-3340＊1 

VVB-3350＊1，＊2 

VVB-3360＊1 

VVB-3370＊1 

VVB-3380＊1 

VVB-3390 

VVB-3390(1)＊1ａ 

VVB-3390(1)＊1ｂ 

2.1 

2.1.1 

2.1.2 

2.1.3 

2.1.4 

2.1.5 

2.1.6 

2.2 

2.3 

2.3 

2.3 

弁箱に係るものの応力評価 

一次応力 

配管反力による応力 

一次＋二次応力 

一次局部応力 

起動時及び停止時の繰返しピーク応力

強さ 

繰返しピーク応力強さ 

弁体の一次応力 

フランジの強度計算

弁箱と弁ふたのフランジの応力解析 

フランジボルトの応力解析

VVB-3200 耐圧部の設計 

VVB-3210 

VVB-3220 

2.4 

2.6 

弁箱又は弁ふた及び管台の強度計算 

弁箱又は弁ふたの最小厚さの計算 

管台の最小厚さの計算 

VVB-3400 弁の形状 

VVB-3410＊1 

VVB-3411(1)＊1 

VVB-3411(2)＊1 

2.5 

2.5 

2.5 

2.5 

弁箱の形状規定 

弁箱のネック部内径と弁入口流路内径

の比 

弁箱のネック部と流路部が交わる部分

の外表面の丸みの半径 

弁箱の弁座挿入部のすみの丸みの半径 

注記 ＊1：設計・建設規格 VVB-3320，3330，3340，3350，3360，3370，3380，3390(1)a，

3390(1)b，3410，3411(1)，3411(2)による計算は，接続管の外径が 115 mm を超える弁

について適用する。 

＊2：設計・建設規格 VVB-3350 に対する確認については，弁の最高使用圧力を決定する時

点でその 1.1 倍を超えないよう安全弁等を設置するため，供用状態Ｃにおいても最高

使用圧力の 1.2 倍を超えることはない。 
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表 1-2 ＪＩＳと強度計算書との対応 

ＪＩＳ 本資料の計算式 

（章節番号） 
備考 

Ｎｏ． 項 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003） 

「圧力容器の構造－一般事項」 

附属書 3（規定） 

「圧力容器のボルト締めフランジ」 

3 

4 

2.3 フランジの強度計算＊

注記 ＊：設計・建設規格 VVB-3390 によりＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）「圧力容器の構造－

一般事項」（以下「ＪＩＳ Ｂ ８２６５」という。）の附属書 3（規定）「圧力容器

のボルト締めフランジ」を用いて計算を行う。 

1.3 強度計算書の構成とその見方 

(1) 強度計算は，本資料と各弁の強度計算書からなる。

(2) 各弁の強度計算書では，記号の説明及び計算式を省略しているので，本資料によるもの

とする。 
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1.4 計算精度と数値の丸め方 

計算の精度は，6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 1-3 に示すとおりとする。 

表 1-3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

圧
力

最高使用圧力 MPa － － 小数点以下第 2位

設計・建設規格 

別表 1-1 に規定する

許容圧力 

MPa －＊1

（小数点以下第 3 位） 

－＊1 

（四捨五入）

小数点以下第 2位

上記以外の圧力 MPa 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位

温度 ℃ － － 整数位 

応
力

許容応力＊2 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

長
さ

計算上必要な厚さ mm 小数点以下第 2位 切上げ 小数点以下第 1位

実際の長さ mm － － 小数点以下第 1位

ボルト谷径 mm － － 小数点以下第 3位

上記以外の長さ mm 小数点以下第 2位 四捨五入 小数点以下第 1位

面
積

総断面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

実際の断面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

力
弁操作力による反力 N － － 整数位 

上記以外の力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

モーメント N･㎜ 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

角度 ° － － 小数点以下第 1位

注記 ＊1：設計・建設規格 別表に定められる温度区分の中間の温度における許容圧力を比例法

により補間して求める場合は，（  ）内を適用する。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力は，比

例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 

＊3：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 
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1.5 材料の表示方法 

材料は次に従い表示するものとする。 

(1) 設計・建設規格に定める材料記号を原則とする。

ＪＩＳの改正により設計・建設規格に定める材料記号と相違が生じた場合，設計・建設

規格と同等以上の材料であることを確認し，最新のＪＩＳによる材料記号を表示する。 

設計・建設規格に記載されていないが設計・建設規格に相当材が記載されている場合は，

次のように表示する。 

相当材記号 相当（当該材記号） 

（例 1） SM400A 相当（SMA400AP） 

（例 2） SCS14A 相当（ASME SA351 Gr.CF8M） 

(2) 使用する厚さ又は径等によって許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の後に該当す

る厚さ又は径等の範囲を付記して表示する。 

（例） SNB7（径≦63 mm） 

(3) ガスケット材料で非石綿の場合の表示は，フランジの強度計算「記号の説明」の「計算

書の表示」による。 

（例） NON-ASBESTOS 

SUS-NON-ASBESTOS 

なお，この場合のガスケット係数（ｍ）及びガスケットの最小設計締付圧力（ｙ）は，

ＪＩＳ Ｂ ８２６５附属書 3 表 2 備考 3 よりガスケットメーカ推奨値を適用する。 
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2. クラス 1 弁の強度計算方法

発電用原子力設備のうちクラス１弁の強度計算に用いる計算式と記号を以下に示す。

2.1 弁箱に係るものの応力評価 

設計・建設規格 VVB-3320，3330，3340，3350，3360，3370 を適用する。 

(1) 記号の説明

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

Ａ０

Ａ１

Ａ２

Ａｆ 

（Ａｆ１，Ａｆ２）

Ａｍ 

（Ａｍ１，Ａｍ２）

Ｂ０ 

Ｃ２ 

Ｃ３ 

Ｃ４ 

Ｃ５ 

Ｃｂ 

ｄ 

Ｅ 

Ｋ 

Ｋｅ 

ＬＡ 

ＬＮ 

Ａ０

Ａ１

Ａ２

Ａｆ 

（Ａｆ１，Ａｆ２）

Ａｍ 

（Ａｍ１，Ａｍ２）

Ｂ０ 

Ｃ２ 

Ｃ３ 

Ｃ４ 

Ｃ５ 

Ｃｂ 

ｄ 

Ｅ 

Ｅｍ 

Ｉｔ 

Ｋ 

Ｋｅ 

ＬＡ 

ＬＮ

設計・建設規格 PVB-3315 の表 PVB-3315-1 より求

めた値 

接続管の断面積の 2分の 1 

図 3-2 に示すＡ～Ａ断面における金属部の断面積 

図 3-1 に示す流体部面積 

図 3-1 に示す金属部面積 

設計・建設規格 PVB-3315 の表 PVB-3315-1 より求

めた値 

応力係数で設計・建設規格 VVB-3340 の表 VVB-

3340-1 より求めた値 

応力係数で設計・建設規格 VVB-3360 の表 VVB-

3360-1 より求めた値 

応力係数で設計・建設規格 VVB-3340 の表 VVB-

3340-2 より求めた値 

応力係数で設計・建設規格 VVB-3370 の表 VVB-

3370-1 より求めた値 

応力係数で設計・建設規格 VVB-3330 式(VVB-9)よ

り求めた値 

図 3-1 に示す寸法 

260 ℃の温度における設計・建設規格 付録材料図

表 Part6 表１に規定する材料の縦弾性係数 

最高使用温度における設計・建設規格 付録材料 

Part6 表 1 に規定する材料の縦弾性係数 

疲労累積係数 

ネック部の角度による係数

設計・建設規格 PVB-3315(2)(3)より求まる係数 

図 3-1 に示すＡｆ及びＡｍの範囲 

図 3-1 に示すＡｆ及びＡｍの範囲 

－ 

mm2

mm2

mm2

mm2

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

－ 

－ 

－ 

mm 

mm 
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設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｐ 

Ｐ１ 

Ｐ２ 

Ｐｂ 

Ｐｄ 

Ｐｅ 

Ｐｒ１ 

Ｐｒ２ 

Ｐｓ 

Ｐｔ 

ΔＰｆｍ 

ＱＴ 

ｑ 

ｒ 

Ｎ（1） 

Ｎ（2） 

Ｎｉ 

Ｎｒｉ 

Ｐ 

Ｐ１ 

Ｐ２ 

Ｐｂ 

Ｐｄ 

Ｐｅ 

Ｐｒ１ 

Ｐｒ２ 

Ｐｓ 

Ｐｔ 

ΔＰｆｍ 

ＱＴ 

ｑ 

ｒ 

Ｓ （1）に対応する許容繰返し回数 

Ｓ （2）に対応する許容繰返し回数 

実際の繰返し回数 

許容繰返し回数 

最高使用圧力 

最高使用温度における設計・建設規格 別表 1-1 に

規定する許容圧力の欄のうち，最高使用圧力より低

く，かつ，最も近い呼び圧力の項の許容圧力 

最高使用温度における設計・建設規格 別表 1-1 に

規定する許容圧力の欄のうち，最高使用圧力より高

く，かつ，最も近い呼び圧力の項の許容圧力 

配管反力による弁箱の応力（設計・建設規格 VVB-

3330 による。） 

配管反力による弁箱の応力（設計・建設規格 VVB-

3330 による。） 

Ｐｄ，Ｐｂ及びＰｔの中の最大応力 

260 ℃の温度における設計・建設規格 別表 1-1 に

規定する許容圧力の欄のうち，最高使用圧力より低

く，かつ，最も近い呼び圧力の項の許容圧力 

260 ℃の温度における設計・建設規格 別表 1-1 に

規定する許容圧力の欄のうち，最高使用圧力より高

く，かつ，最も近い呼び圧力の項の許容圧力 

260 ℃における許容圧力 

配管反力による弁箱の応力（設計・建設規格 VVB-

3330 による｡） 

供用状態Ａ及び供用状態Ｂ（供用状態Ｃにおいて開

閉操作を必要とする弁については，供用状態Ａ，供

用状態Ｂ及び供用状態Ｃ）において生じる圧力の段

階的な変化の最大値と最小値との差（運転条件図に

より求める。起動時及び停止時を除く。） 

厚さ方向の温度勾配による最大熱応力で設計・建設

規格 VVB-3360 の表 VVB-3360-2 より求めた値 

設計・建設規格 PVB-3315 の表 PVB-3315-1 より求

めた値 

図 3-2 に示すＡ～Ａ断面における平均半径 

ｒ＝ｒｉ＋ｔｅ／2 

－ 

－ 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

－ 

mm 
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設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

ｒ１ 

ｒｉ 

Ｓ 

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓｍ 

Ｓｎ 

Ｓｎ 

Ｓｎ 

Ｓｐ 

Ｓｙ 

Ｔｂ 

ｔｅ 

Ｔｅ１ 

Ｔｅ２ 

Ｔｒ 

Ｚ１ 

Ｚ２ 

Ｚｐ 

α 

εｅ 

ｒ１ 

ｒｉ 

Ｓ 

Ｓ

Ｓ （1） 

Ｓ （2） 

Ｓｍ 

Ｓｎ 

Ｓｎ（1） 

Ｓｎ（2） 

Ｓｐ 

Ｓｙ 

Ｔｂ 

ｔｅ 

Ｔｅ１ 

Ｔｅ２ 

Ｔｍ 

Ｔｒ 

Ｚ１ 

Ｚ２ 

Ｚｐ 

α 

εｅ 

図 3-1 に示すネック部と流路部が交わる部分の外表

面の丸みの半径 

図 3-2 に示すＡ～Ａ断面における内半径 

弁箱の一次応力又は一次局部応力 

繰返しピーク応力強さ（設計・建設規格 VVB-3370

による。） 

起動時及び停止時の繰返しピーク応力強さ（設計・

建設規格 VVB-3360 式(VVB-14.1)による。） 

起動時及び停止時の繰返しピーク応力強さ（設計・

建設規格 VVB-3360 式(VVB-14.2)による。） 

弁箱材料の 260 ℃の温度における設計・建設規格

付録材料図表 Part5 表 1 に定める値 

設計・建設規格 VVB-3370 式(VVB-15)の計算式によ

り求めた応力 

弁箱の一次＋二次応力（設計・建設規格 VVB-3340

式(VVB-10.1)による。） 

弁箱の一次＋二次応力（設計・建設規格 VVB-3340

式(VVB-10.2)による。） 

設計・建設規格 VVB-3370 式(VVB-17)の計算式によ

り求めた応力 

接続管の 260 ℃の温度における設計・建設規格 付

録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の設計降

伏点 

図 3-1 に示す弁箱の厚さ 

図 3-2 に示すＡ～Ａ断面における金属部の厚さ 

図 3-3 及び図 3-4 に示す寸法 

図 3-3 及び図 3-4 に示す寸法 

最高使用温度 

図 3-1 に示す弁箱の厚さ 

接続管の断面係数 

図 3-2 に示すＡ～Ａ断面における断面係数 

図 3-2 に示すＡ～Ａ断面における極断面係数 

260 ℃の温度における設計・建設規格 付録材料図

表 Part6 表 2 に規定する材料の熱膨張係数 

Ｓｐを求めたピーク応力強さのサイクルに対して，

弾性解析により計算したときのひずみ 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

mm 

mm 

mm 

℃ 

mm 

mm3

mm3 

mm3 

mm/mm℃

－ 
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設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

εｅｐ 

ｐ
ε

θ 

σ 

σ＊ 

ΔＴ 

ΔＴｆ 

ΔＴｆｍ 

εｅｐ 

ｐ
ε

θ 

ΔＴ 

ΔＴｆ 

ΔＴｆｍ 

Ｓｐを求めたピーク応力強さのサイクルに対して，

材料の応力―ひずみ関係として，降伏応力をＳｍの

1.5 倍とした弾完全塑性体とした弾塑性解析より計

算したときのひずみ 

弾塑性解析によるミーゼス相当塑性ひずみ 

ネック部の中心線と流路中心線との交角

弾塑性解析によるミーゼス相当応力 

弾性解析によるミーゼス相当応力 

設計・建設規格 VVB-3340 式(VVB-12)より求めた値

流体温度変動の振幅（運転条件図により求める。

14℃以上のものに限る。） 

供用状態Ａ及び供用状態Ｂ（供用状態Ａにおいて開

閉操作を必要とする弁にあっては，供用状態Ａ，供

用状態Ｂ及び供用状態Ｃ）において生じる流体温度

の段階的な温度変化の最大値と最小値との差（運転

条件図により求める。起動時及び停止時を除く。）

－ 

－ 

° 

MPa 

MPa 

℃ 

℃ 

℃ 

2.1.1 一次応力 

設計・建設規格 VVB-3320 を適用する。 

(1) 算式

弁箱の一次応力は次の式による。

Ｓ＝Ｐｓ・ 0.5＋
Ａ

Ａ

ｍ

＊
ｆ

注記 ＊：
ｍ

ｆ

Ａ

Ａ
は図 3-1 の(4)の場合，

ｍ１

ｆ１

Ａ

Ａ
と

ｍ２

ｆ２

Ａ

Ａ
のいずれか大きい値を用いる。 

ここで， 

Ｐｓ＝Ｐｒ１＋
１２

１

－ＰＰ

Ｐ－Ｐ
・（Ｐｒ２－Ｐｒ１）

Ａｍ及びＡｆを求める時に用いるＬＡ及びＬＮは次の式で求める。 

ＬＡ＝0.5・ｄ－Ｔｂ，ＬＡ＝Ｔｒのいずれか大きい値を用いる。 

ＬＮ＝0.5・ｒ１＋0.354・ ）・（ｄ＋ＴＴ ｂｂ  

(2) 評価

以下の条件を満足すれば十分である。

Ｓ≦Ｓｍ 

2.1.2 配管反力による応力 
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設計・建設規格 VVB-3330 を適用する。 

(1) 算式

配管反力による弁箱の応力は次の式による。

 Ｐｄ＝
２

ｙ１

Ａ

・ＳＡ

 Ｐｂ＝
２

ｙ１ｂ

Ｚ

・Ｓ・ＺＣ

Ｐｔ＝
ｐ

ｙ１

Ｚ

・Ｓ・Ｚ 2

(2) 評価

以下の条件を満足すれば十分である。

 Ｐｄ≦1.5・Ｓｍ

 Ｐｂ≦1.5・Ｓｍ 

Ｐｔ≦1.5・Ｓｍ 

2.1.3 一次＋二次応力 

設計・建設規格 VVB-3340 を適用する。 

(1) 算式

供用状態Ａ及び供用状態Ｂ（供用状態Ｃにおいて開閉操作を必要とする弁にあっては，

供用状態Ａ，供用状態Ｂ及び供用状態Ｃ）における弁箱の一次＋二次応力は次の式による。 

 Ｓｎ（1）＝3・Ｋ・Ｐｓ・ 0.5＋
ｔ

ｒ

ｅ

ｉ ＋Ｐｅ＋2・α・Ｅ・Ｃ２・ΔＴ 

 Ｓｎ（2）＝3・Ｋ・ΔＰｆｍ・ 0.5＋
ｔ

ｒ

ｅ

ｉ ＋α・Ｅ・Ｃ２・Ｃ４・ΔＴｆｍ

ここで， 

Ｋ＝0.2＋
θsin

0.8

(2) 評価

以下の条件を満足すれば十分である。

 Ｓｎ（1）≦3・Ｓｍ

 Ｓｎ（2）≦3・Ｓｍ 
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2.1.4 一次局部応力 

設計・建設規格 VVB-3350 を適用する。 

(1) 算式

供用状態Ｃにおいて開閉操作を必要とする弁以外の弁については，弁箱の一次局部応

力は次の式による。 

Ｓ＝1.5・Ｋ・Ｐｓ・ 0.5＋
ｔ

ｒ

ｅ

ｉ ＋1.2・Ｐｅ 

(2) 評価

以下の条件を満足すれば十分である。

Ｓ≦2.25・Ｓｍ 

2.1.5 起動時及び停止時の繰返しピーク応力強さ 

設計・建設規格 VVB-3360 を適用する。 

(1) 算式

弁箱の起動時及び停止時の繰返しピーク応力強さは次の式による。

 Ｓ （1）＝2・Ｐｓ・ 0.5＋
ｔ

ｒ

ｅ

ｉ ＋
2
ｅＰ
＋α・Ｅ・Ｃ３・ΔＴ＋1.3・ＱＴ 

 Ｓ （2）＝1.2・Ｐｓ・ 0.5＋
ｔ

ｒ

ｅ

ｉ ＋Ｐｅ＋2・α・Ｅ・Ｃ３・ΔＴ 

(2) 評価

設計・建設規格 添付 4-2 3.1 または 3.2 において，Ｓ （1）及びＳ （2）に対応

する許容繰返し回数Ｎ（1）及びＮ（2）がそれぞれ 2000 回以上であること。 

2.1.6 繰返しピーク応力強さ 

設計・建設規格 VVB-3370 を適用する。 

(1) 算式

供用状態Ａ及び供用状態Ｂ（供用状態Ｃにおいて開閉操作を必要とする弁にあっては，

供用状態Ａ，供用状態Ｂ及び供用状態Ｃ）における弁箱の繰返しピーク応力強さは次の

式による。 

 Ｓｎ＝3・ΔＰｆｍ・ 0.5＋
ｔ

ｒ

ｅ

ｉ ＋α・Ｅ・Ｃ３・Ｃ４・ΔＴｆｍ  （2.1.6.1） 

a. （2.1.6.1）式で計算した値が弁箱材料の 260 ℃における設計・建設規格 付録材料

図表 Part5 表 1に定める値（Ｓｍ）の 3倍未満の場合（Ｓｎ＜3・Ｓｍ） 

 Ｓ ＝
2
ｐＳ

ここで， 
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 Ｓｐ＝4・ΔＰｆｍ・ 0.5＋
ｔ

ｒ

ｅ

ｉ ＋α・Ｅ・ΔＴｆ・（Ｃ３・Ｃ４＋Ｃ５） 

b. （2.1.6.1）式で計算した値が弁箱材料の 260 ℃における設計・建設規格 付録材料

図表 Part5 表 1に定める値（Ｓｍ）の 3倍以上の場合（Ｓｎ≧3・Ｓｍ） 

 Ｓ ＝
2

ｐｅ・ＳＫ

(a) Ｋ＜Ｂ０（Ｋｅ式（以下，Ａ０式と呼ぶ）とＫｅ’式が交わる場合）

イ. 
ｍ

ｎ

・Ｓ

Ｓ

3
＜

０

０
００

・Ａ

）・（ｑ－・Ａ－－
Ｋ

Ａ
ｑ＋－－

Ｋ

Ａ
ｑ＋

2

1 411
2

Ｋｅ＝Ｋｅ
＊＝1＋Ａ０・

Ｋ
－

・Ｓ

Ｓ

ｍ

ｎ 1

 3

ロ. 
ｍ

ｎ

・Ｓ

Ｓ

3
≧

０

０
００

・Ａ

）・（ｑ－・Ａ－－
Ｋ

Ａ
ｑ＋－－

Ｋ

Ａ
ｑ＋

2

1 411
2

Ｋｅ＝Ｋｅ’＝1＋（ｑ－1）・
ｎ

ｍ

Ｓ

・Ｓ
－

 3
1

(b) Ｋ≧Ｂ０（Ａ０式とＫｅ’式が交わらない場合）

イ. 
ｍ

ｎ

・Ｓ

Ｓ

3
＜

ａ

）・（ｑ－
Ｋ

－・　Ａ－ｑ－ ０ 1
1

11

Ｋｅ＝Ｋｅ
＊＊＝ａ・

ｍ

ｎ

・Ｓ

Ｓ

3
＋Ａ０・

Ｋ
－

1
1 ＋1－ａ 

ロ. 
ｍ

ｎ

・Ｓ

Ｓ

3
≧

ａ

）・（ｑ－
Ｋ

－・　Ａ－ｑ－ ０ 1
1

11

Ｋｅ＝Ｋｅ’＝1＋（ｑ－1）・
ｎ

ｍ

Ｓ

・Ｓ
－

 3
1

Ｋ＝
ｎ

ｐ

Ｓ

Ｓ

ａ＝Ａ０・
Ｋ

－
1

1 ＋（ｑ－1）－2・ ）・（ｑ－
Ｋ

－・　Ａ０ 1
1

1  
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c. （2.1.61）式で計算した値が弁箱材料の 260 ℃における設計・建設規格 付録材料図

表 Part5 表 1 に定める値（Ｓｍ）を乗じた値の 3 倍以上の場合（Ｓｎ≧3・Ｓｍ）b.項

に係らず，次の計算式により計算した値を用いてもよい。 

Ｓ ＝
2

ｐｅ・ＳＫ

Ｋｅ＝
ｅ

ｅｐ

ε

ε

εｅｐ＝
Ｅ

σ
＋

ｐ
ε

εｅ＝
Ｅ

σ
＊

ＫｅはＳｐを求めたピーク応力強さのサイクルに対して安全側となるようにサイクル

を設定してよい。 

(2) 評価

設計・建設規格 添付 4-2 3.1 または 3.2 において，Ｓ に対応する許容繰返し回数

（Ｎｒｉ）が実際の繰返し回数（Ｎｉ）以上であること。この場合において，実際の繰返

し回数が 2種類以上あるときは，疲労累積係数（Ｉｔ）が 1 以下であること。 

すなわち， 

 Ｉｔ＝
ｒｉ

ｉ

Ｎ

Ｎ
≦1 

であること。 
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2.2 弁体の一次応力 

設計・建設規格 VVB-3380 を適用する。 

具体的な計算方法は、VVB-3380 解説による。 

(1) 記号の説明

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

Ａ

Ａ’ 

Ｂ 

Ｂ’ 

ａ 

ａ１ 

ｂ 

ｈ 

（ｈ１，ｈ２）

Ｐ 

Ｐｃ 

（Ｐ１，Ｐ２）

Ｓｍ 

ν 

π 

σＤ 

σＤ１ 

σＤ２ 

σＤ３ 

σ，σ’ 

機械工学便覧新盤Ａ4 編表 26（以下「便覧」 

という。）より求めた値 

（添字の数字は，便覧の荷重状態のＮｏ．を示

す。） 

円板の外周半径 

円板の外周半径（形式Ｇ2 の場合） 

円板の内周半径 

弁体の厚さ 

（ｈ１及びｈ２は形式Ｇ2の場合） 

最高使用圧力 

機械的荷重を含む集中荷重 

弁体材料の最高使用温度における設計・建設規格

付録材料図表 Part5 表 1 に定める値 

ポアソン比（0.3） 

円周率 

弁体に発生する一次応力 

  （σＤ１，σＤ２及びσＤ３は形式Ｇ2 の場合） 

便覧より求めた応力 

（添字の数字は，便覧の荷重状態のＮｏ．を示

す。） 

－ 

mm 

mm 

mm 

mm 

MPa 

N 

MPa 

－ 

－ 

MPa＊

MPa＊

注記 ＊：便覧は「N/mm2」を使用しているが，設計・建設規格に合わせ「MPa」に読み替える

ものとする。 
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(2) 算式

弁体にかかる最高使用圧力及び機械的荷重により生じる荷重状態をモデル化し，円板の

理論式により各弁体に応じて一次応力を計算する。 

a. 形式Ｗ1

右図のような弁体形状のもの

 σＤ＝

12

28

3 3
＊

・ｈ

ν）・Ｐ・ａ・（

b. 形式Ｗ2

右図のような弁体形状のもの

σＤ＝ １１σ ＋ １５σ

σ１１＝ 2

2

 4

 3

・π・ｈ

・Ｐ・π・ｂ
・ ）

ｂ

ａ
・－Ｂ－ν）・（）－（

ｂ

ａ
＋＋ν）・（Ａ・（ １１ｎ１１ 2

2

111 2  

Ａ１１＝
2

1
・

22

2

11

1

－ν）・ｂ＋（＋ν）・ａ（

－ν）・ａ（
・

2

2

 211
ａ

ｂ
）・

ｂ

ａ
・＋－（ ｎ

Ｂ１１＝
22

2

11

 2

－ν）・ｂ＋（＋ν）・ａ（

・ｂ
・ 1 1 ＋

ｂ

ａ
・＋ν）（ ｎ

σ１５＝
2

2

 8

  3

・ｈ

・Ｐ・ａ
・

）
ｂ

ａ
・＋Ｂ

ａ

・ｂ
－ν）・（－（

ａ

ｂ
）・

ｂ

ａ
＋＋ν）・（Ａ・（＋

ａ

ｂ
・＋ν）（ １５ｎ１５ 2

2

2

2

2

2

2

2  2
11 4  3

Ａ１５＝－
4

1
・

22

2

11 －ν）・ｂ＋（＋ν）・ａ（

ａ
・ －ν）＋（

ｂ

ａ
＋ν）・（ 13

2

2

 ・ 23 4
2

2

－
ａ

ｂ
）・＋

ｂ

ａ
・（ ｎ

Ｂ１５＝
22

2

11 －ν）・ｂ＋（＋ν）・ａ（

ｂ
・

2

2

1 453
ａ

ｂ
・

ｂ

ａ
＋ν）・・（　＋ν）＋（＋ν）－（ ｎ
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c. 形式Ｇ1

右図のような弁体形状のもの

σＤ＝ ５σ ＋ ７σ

σ５＝ 28

 3

・π・ｈ

・Ｐｃ ・

4

2

2

141 4

＊

ｎ
ａ

ｂ
－ν）・－（＋

ｂ

ａ
＋ν）・・（

σ７＝ 2

2

 4

 3

・π・ｈ

・Ｐ・π・ａ
・

5

2

2

1  211

＊

ｎ
ｂ

ａ
＋ν）・・（）＋

ａ

ｂ
－－ν）・（（

d. 形式Ｇ2

右図のような弁体形状のもの

σＤはσＤ１，σＤ２及びσＤ３の最大のもの 

(a) 図の①の荷重状態の場合

 σＤ１＝ ９１３ σ＋σ （Ｐ及びＰ１は図の①） 

σ１３＝ 2

2

 8

 3

１・ｈ

・Ｐ・ａ
・ ）

ｂ

ａ
＋＋ν）・（Ａ・（　

ａ

ｂ
・ν）・＋（ ｎ１３1 4  31

2

2

 

6

2

2

2

2

2

2   2
1

＊

１３ ）
ｂ

ａ
・＋Ｂ

ａ

・ｂ
－ν）・（＋（

ａ

ｂ
・

Ａ１３＝
2

2

22

2

3  31
1 4

1

ｂ

ａ
＋ν）・・ν）＋（＋（・

＋ν）・（
－

ｂ

ａ
・

－ｂａ

ｂ
ｎ

Ｂ１３＝
－ν1

1
・

2

2

22

2

31  4
ａ

ｂ
・＋ν）－（

ｂ

ａ
・

－ｂａ

ｂ
＋ν）・・（ ｎ

σ９＝ 2 4

  3

１

１

・π・ｈ

・Ｐ
・

7

2

2

111 2

＊

９ｎ９ ）
ｂ

ａ
・－Ｂ－ν）・（）＋（

ｂ

ａ
＋＋ν）・（Ａ・（

Ａ９＝
22

2

1  2

1

－ｂａ

ｂ
＋

＋ν）・（

－ν
・

ｂ

ａ
ｎ
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Ｂ９＝－
－ν

＋ν）・（

1

1  2
・

22

2

－ｂａ

ｂ
・

ｂ

ａ
ｎ

(b) 図の②の荷重状態の場合

 σＤ２＝ ９１３ σ’＋σ’  （Ｐ及びＰ１は図の②）

１３σ’ ＝
2

2

 8

  3

１

１

・ｈ

・Ｐ・ａ
・ ）

ｂ

ａ
＋＋ν）・（Ａ’・（　

ａ

ｂ
・ν）・＋（

１

ｎ１３

１

1  4  31
2

2

 

6

2

2

2

2

2

2   2
1

＊

１

１３

１１

）
ｂ

ａ
・＋Ｂ’

ａ

・ｂ
－ν）・（＋（

ａ

ｂ
・

９σ’＝ 2 4

  3

１

１

・π・ｈ

・Ｐ

・

7

2

2

111 2

＊

１

９

１

ｎ９ ）
ｂ

ａ
・－Ｂ’－ν）・（）＋（

ｂ

ａ
＋＋ν）・（Ａ’・（

９Ａ’＝
22

2

1  2

1

－ｂａ

ｂ
＋

＋ν）・（

－ν

１

・
ｂ

ａ１
ｎ

９Ｂ’＝－
－ν

＋ν）・（

1

1  2
・

22

2

－ｂａ

ｂ

１

・
ｂ

ａ１
ｎ

(c) 図の③の荷重状態の場合

 σＤ３＝ １１１５ σ＋σ （Ｐ及びＰ１は図の③） 

 σ１５＝ 2

2

 8

  3

２・ｈ

・Ｐ・ａ
・

2

2

2

2

1  43
ａ

ａ
）・

ａ

ａ
＋＋ν）・（Ａ・（＋

ａ

ａ
＋ν）・（

１

１

ｎ１５

１

8

2

2

2

2  2
1

＊

１

１５

１
）

ａ

ａ
・＋Ｂ

ａ

・ａ
－ν）・（－（

 Ａ１５＝－
4

1
・

22

2

11 １－ν）・ａ＋（＋ν）・ａ（

ａ

・ 23  413
2

2

2

2

－
ａ

ａ
）・

ａ

ａ
・（－ν）・＋（

ａ

ａ
＋ν）・（

１

１

ｎ

１

 Ｂ１５＝ 22

2

11 １

１

－ν）・ａ＋（＋ν）・ａ（

ａ
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・
2

2

1  453
ａ

ａ
・

ａ

ａ
＋ν）・・（＋ν）＋（＋ν）－（

１

１

ｎ

 σ１１＝ 2 4

 3

２

２

・π・ｈ

・Ｐ

 ・

9

2

2

111  2

＊

１

１１

１

ｎ１１ ）
ａ

ａ
・－Ｂ－ν）・（）－（

ａ

ａ
＋＋ν）・（Ａ・（

 Ａ１１＝
2

1
・

22

2

11

1

１－ν）・ａ＋（＋ν）・ａ（

－ν）・ａ（
・

2

2

  211
ａ

ａ
）・

ａ

ａ
・＋－（

１

１

ｎ

 Ｂ１１＝ 22

2

11

  2

１

１

－ν）・ａ＋（＋ν）・ａ（

・ａ
・ 1 1 ＋

ａ

ａ
・＋ν）（

１

ｎ

e. 形式Ｃ1

右図のような弁体形状のもの

 σＤ＝

10

2

2

  8

3  3
　＊

・ｈ

＋ν）・Ｐ・ａ・（

f. 形式Ｃ2

右図のような弁体形状のもの

σＤ＝
11

 1.2

　＊

・ｈ

Ｐ・ａ

(3) 評価

以下の条件を満足すれば十分である。

 σＤ≦1.5・Ｓｍ 
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注記 ＊1：便覧 No.1 による。 

＊2：便覧 No.11 による。 

   ただし，Ｐｃ＝π・ｂ2・Ｐとする。 

＊3：便覧 No.15 による。 

＊4：便覧 No.5 による。 

 ただし，Ｐ＝
2π・ｂ

Ｐｃ とする。 

＊5：便覧 No.7 による。 

 ただし、Ｐｃ＝π・ａ2・Ｐとする。 

＊6：便覧 No.13 による。 

 ただし，ｈ＝ｈ１とする。 

＊7：便覧 No.9 による。 

 ただし，Ｐｃ＝Ｐ１及びｈ＝ｈ１とする。 

＊8：便覧 No.15 による。 

 ただし，ｈ＝ｈ２とする。 

＊9：便覧 No.11 による。 

 ただし，Ｐｃ＝Ｐ２及びｈ＝ｈ２とする。 

 ＊10：便覧 No.1 による。 

 ＊11：設計・建設規格 PMC-3410(2)b.より応力値を求める式に変換した。 
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2.3 フランジ及びボルトの強度計算 

設計・建設規格 VVB-3390 を適用する。 

(1) 記号の説明

ＪＩＳの記号 計算書の表示 表示内容 単位 

Ａ 

Ａｂ 

Ａｍ 

Ａｍ１ 

Ａｍ２ 

Ｂ 

Ｂ１ 

ｂ 

ｂｏ 

Ｃ 

ｄ 

ｄｂ 

ｅ 

Ｆ 

ｆ 

Ｇ 

Ａ 

Ａｂ 

Ａｍ 

Ａｍ１ 

Ａｍ２ 

Ｂ 

Ｂ１ 

ｂ 

ｂｏ 

Ｃ 

ｄ 

ｄｂ 

ｅ 

Ｆ 

Ｆｅ 

ｆ 

Ｇ 

Ｇｓ 

フランジの外径

実際に使用するボルトの総有効断面積 

ボルトの総有効断面積 

使用状態でのボルトの総有効断面積 

ガスケット締付時のボルトの総有効断面積 

フランジの内径

Ｂ＋ｇ０（ｆ≧1のときの一体形フランジの場合） 

Ｂ＋ｇ１（ｆ＜1のときの一体形フランジの場合） 

ガスケット座の有効幅 

ガスケット座の基本幅 

ボルト穴の中心円の直径 

係数（＝
Ｖ

Ｕ
・ｈｏ・ｇｏ

2（一体形フランジの場

合）） 

ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最小部の小さ

い方の径 

係数（＝
ｏｈ

Ｆ
・ｈｏ・ｇｏ

2（一体形フランジの場

合）） 

一体形フランジの係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 5 又は表 4

による。） 

フランジに作用する機械的鉛直荷重（弁操作力によ

る反力） 

ハブ応力修正係数

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 4 又は表 4

による。） 

ガスケット反力円の直径 

ガスケット接触面の外径 

mm 

mm2

  mm2

  mm2

  mm2

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm3

mm 

mm-1

－ 

N 

－ 

mm 

mm 
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ＪＩＳの記号 計算書の表示 表示内容 単位 

ｇ０ 

ｇ１ 

Ｈ 

ｈ 

ＨＤ 

ｈＤ 

ＨＧ 

ｈＧ 

ｈｏ 

ＨＰ 

ＨＴ

ｈＴ 

Ｋ 

Ｌ 

ｍ 

ＭＤ 

Ｍｇ 

Ｍｏ 

ＭＴ 

Ｎ 

ｇ０ 

ｇ１ 

Ｈ 

ｈ 

ＨＤ 

ｈＤ 

ＨＧ 

ｈＧ 

ｈｏ 

ＨＰ 

ＨＴ

ｈＴ 

Ｋ 

Ｌ 

ｍ 

ＭＤ 

Ｍｅ 

Ｍｇ 

Ｍｏ 

ＭＴ 

Ｎ 

ハブ先端の厚さ

フランジ背面のハブの厚さ

内圧力によってフランジに加わる全荷重 

ハブの長さ

内圧力によってフランジの内径面に加わる荷重 

ボルト穴の中心円からＨＤ作用点までの半径方向の

距離 

ガスケット荷重 

ボルト穴の中心円からＨＧ作用点までの半径方向の

距離 

０Ｂ・ｇ

気密を十分に保つために，ガスケットに加える圧縮

力 

内圧力によってフランジに加わる全荷重とフランジ

の内径面に加わる荷重との差 

ボルト穴の中心円からＨＴ作用点までの半径方向の

距離 

フランジの内外径の比

係数
ｄ

ｔ
＋

Ｔ

ｔ・ｅ＋
＝

31

ガスケット係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 表 2 によ

る。） 

内圧力によってフランジの内径面に加わる荷重によ

るモーメント 

フランジ部に作用するモーメント

（駆動部の偏心荷重によるモーメント） 

ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント

使用状態でフランジに作用するモーメント 

内圧力によってフランジに加わる全荷重とフランジ

の内径面に加わる荷重との差によるモーメント 

ガスケットの接触面の幅 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 表 3 によ

る。） 

mm 

mm 

N 

mm 

N 

mm 

N 

mm 

mm 

N 

N 

mm 

－ 

－ 

－ 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

mm 
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ＪＩＳの記号 計算書の表示 表示内容 単位 

ｎ 

Ｐ 

Ｒ 

Ｔ 

ｔ 

Ｕ 

Ｖ 

Ｗｇ 

Ｗｍ１ 

Ｗｍ２ 

Ｗｏ 

Ｙ 

ｙ 

Ｚ 

π 

ｎ 

Ｐ 

Ｐｅｑ 

ＰＦＤ 

Ｒ 

Ｔ 

ｔ 

Ｕ 

Ｖ 

Ｗｇ 

Ｗｍ１ 

Ｗｍ２ 

Ｗｏ 

Ｙ 

ｙ 

Ｚ 

π 

ボルトの本数 

最高使用圧力 

機械的荷重によりフランジ部に作用する曲げモーメ

ントを圧力に換算した等価圧力

フランジの設計圧力

ボルトの中心円からハブとフランジ背面との交点ま

での半径方向の距離 

Ｋ＝
Ｂ

Ａ
の値によって定まる係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 7 によ

る。） 

フランジの厚さ

Ｋ＝
Ｂ

Ａ
の値によって定まる係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 7 によ

る。） 

一体形フランジの係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 8 又は表 4

による。） 

ガスケット締付時のボルト荷重 

使用状態での必要な最小ボルト荷重 

ガスケット締付時に必要な最小ボルト荷重 

使用状態でのボルト荷重 

Ｋ＝
Ｂ

Ａ
の値によって定まる係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 7 によ

る。） 

ガスケットの最小設計締付圧力 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 表 2 によ

る。） 

Ｋ＝
Ｂ

Ａ
の値によって定まる係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 7 によ

る。） 

円周率 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

－ 

mm 

－ 

－ 

N 

N 

N 

N 

－ 

N/mm2

－ 

－ 
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ＪＩＳの記号 計算書の表示 表示内容 単位 

σａ

σｂ 

σｆ 

σｆ 

σＨ 

σＨ 

σＲ 

σＲ 

σＴ 

σＴ 

σａ

σｂ 

σｆａ 

σｆｂ 

σＨｇ 

σＨｏ 

σＲｇ 

σＲｏ 

σＴｇ 

σＴｏ 

NON- 

ASBESTOS 

SUS-NON- 

ASBESTOS 

常温におけるボルト材料の設計・建設規格 付録材

料図表 Part5 表 2 に定める設計応力強さ 

最高使用温度におけるボルト材料の設計・建設規格

付録材料図表 Part5 表 2 に定める設計応力強さ 

常温におけるフランジ材料の設計・建設規格 付録

材料図表 Part5 表 1に定める設計応力強さ 

最高使用温度におけるフランジ材料の設計・建設規

格 付録材料図表 Part5 表 1 に定める設計応力

強さ 

ガスケット締付時のハブの軸方向応力 

使用状態でのハブの軸方向応力 

ガスケット締付時のフランジの半径方向応力 

使用状態でのフランジの半径方向応力 

ガスケット締付時のフランジの周方向応力 

使用状態でのフランジの周方向応力 

非石綿ジョイントシート 

渦巻形金属ガスケット（非石綿）（ステンレス鋼）

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa＊

MPa＊

MPa＊

MPa＊

MPa＊

MPa＊

－ 

－ 

注記 ＊：ＪＩＳ Ｂ ８２６５は「N/mm2」を使用しているが，設計・建設規格に合わせ「MPa」

に読み替えるものとする。 



24 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
3
-2
-
3
 R
1 

(2) 算式

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 b） 7）） 

注 1 ：ここに示すフランジ形式は基本形式とする。 

注 2 ：Ｗは，Ｗｇ，Ｗｍ１，Ｗｍ２及びＷｏのボルト荷重を表す。 

図 2-1 一体形フランジ 

a. ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径

(a) ｂｏ≦6.35 mm の場合

Ｇ＝Ｇｓ－Ｎ

ｂ＝ｂｏ

(b) ｂｏ＞6.35 mm の場合

Ｇ＝Ｇｓ－2・ｂ

ｂ＝2.52・ ｏｂ

ここで， 

ｂｏ＝Ｎ／2 

b. フランジ設計圧力

ＰＦＤ＝Ｐ+Ｐｅｑ

Ｐｅｑ＝ 23

 4 16

π・Ｇ

・Ｆ
＋

π・Ｇ

・Ｍ ｅｅ
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c. 計算上必要なボルト荷重

(a) 使用状態で必要なボルト荷重

Ｗｍ１＝Ｈ＋ＨＰ

Ｈ＝
4

π
・Ｇ2・ＰＦＤ

ＨＰ＝2・π・ｂ・Ｇ・ｍ・ＰＦＤ 

(b) ガスケット締付時に必要なボルト荷重

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ

d. ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積

Ａｍ１＝
ｂ

ｍ１

σ

Ｗ
（使用状態） 

Ａｍ２＝
ａ

ｍ２

σ

Ｗ
（ガスケット締付時） 

Ａｍ＝Max（Ａｍ１，Ａｍ２） 

Ａｂ＝
4

π
・ｄｂ

2・ｎ

e. フランジの計算に用いるボルト荷重

Ｗｏ＝Ｗｍ１ （使用状態）

Ｗｇ＝
2

ｂｍ＋ＡＡ
・σａ （ガスケット締付時）

f. 使用状態でフランジに加わる荷重

ＨＤ＝
4

π
・Ｂ2・ＰＦＤ

ＨＧ＝Ｗｏ－Ｈ 

ＨＴ＝Ｈ－ＨＤ 

g. 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム

フランジの形式 ｈＤ ｈＧ ｈＴ 

一体形フランジ＊ Ｒ＋0.5・ｇ１ 
2

Ｃ－Ｇ

2
Ｇ１＋ｈＲ＋ｇ

ただし，Ｒ＝
2

Ｃ－Ｂ
－ｇ１ 

注記 ＊：クラス１弁には，一体形フランジを採用する。 
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h. 使用状態でフランジに作用するモーメント

ＭＤ＝ＨＤ・ｈＤ

ＭＧ＝ＨＧ・ｈＧ

ＭＴ＝ＨＴ・ｈＴ

Ｍｏ＝ＭＤ＋ＭＧ＋ＭＴ

i. ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント

Ｍｇ＝Ｗｇ・
2

Ｃ－Ｇ

j. 一体形フランジの応力

(a) 使用状態でのフランジの応力

σＨｏ＝
０１

ｏ

・ｇ

Ｐ・Ｂ
＋

・ＢＬ・ｇ

ｆ・Ｍ

42

σＲｏ＝
・ＢＬ・ｔ

）・Ｍ・ｔ・ｅ＋（ ｏ

2

1 1.33

σＴｏ＝
・Ｂｔ

Ｙ・Ｍｏ

2
－Ｚ・σＲｏ 

(b) ガスケット締付時のフランジの応力

σＨｇ＝
・ＢＬ・ｇ

ｆ・Ｍ

１

ｇ

2

σＲｇ＝
・ＢＬ・ｔ

）・Ｍ・ｔ・ｅ＋（ ｇ

2

1 1.33

σＴｇ＝
・Ｂｔ

Ｙ・Ｍｇ

2
－Ｚ・σＲｇ 

ここで， 

Ｌ＝
ｄ

ｔ
＋

Ｔ

ｔ・ｅ＋ 31

ｈｏ＝ ０Ｂ・ｇ

ｄ＝
Ｖ

Ｕ
・ｈｏ・ｇ０

2

ｅ＝
ｏｈ

Ｆ

注記 ＊１：設計・建設規格 VVB-3390 式(VVB-19)による。ＪＩＳ Ｂ ８２６５の計算式に一

次膜応力を加えたものである。 

＊２：Ｂ＜20・ｇ１のときは，σＨо及びσＨｇの計算式のＢの代わりにＢ１を用いる。 

＊1，＊2 

＊2 
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(3) 評価

一体形フランジは，以下の条件を満足すれば十分である。

a. ボルトの総有効断面積

 Ａｂ＞Ａｍ

b. ハブの軸方向応力

使用状態にあっては σＨｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＨｇ≦1.5・σｆａ 

c. フランジの半径方向応力

使用状態にあっては σＲｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＲｇ≦1.5・σｆａ 

d. フランジの周方向応力

使用状態にあっては σＴｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＴｇ≦1.5・σｆａ 
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2.4 弁箱又は弁ふたの最小厚さの計算 

設計・建設規格 VVB-3210 を適用する。 

(1) 記号の説明

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

ｄｍ 

ｄｎ 

Ｐ 

Ｐ１ 

Ｐ２ 

ｔ 

ｔ１ 

ｔ２ 

ｔｍ 

ｄｍ 

ｄｎ 

Ｐ 

Ｐ１ 

Ｐ２ 

Ｔｍ 

ｔ 

ｔ１ 

ｔ２ 

ｔａｂ 

ｔａｆ 

ｔｍ 

ｔｍａ 

図 3-5 に示す弁入口流路内径 

図 3-5 に示すネック部の内径 

最高使用圧力 

最高使用温度における設計・建設規格 別表 1-1

に規定する許容圧力の欄のうち，最高使用圧力よ

り低く，かつ，最も近い呼び圧力の項の許容圧力 

最高使用温度における設計・建設規格 別表 1-1

に規定する許容圧力の欄のうち，最高使用圧力よ

り高く，かつ，最も近い呼び圧力の項の許容圧力 

最高使用温度 

弁箱（ネック部を除く。）又は弁ふたの計算上必

要な厚さ 

設計・建設規格 別表 3 の呼び圧力（設計・建設

規格 別表 1-1 においてＰ１に対応する呼び圧力を

いう。）の欄のうち，当該弁の弁入口流路内径に

対応する値 

設計・建設規格 別表 3 の呼び圧力（設計・建設

規格 別表 1-1 においてＰ２に対応する呼び圧力を

いう。）の欄のうち，当該弁の弁入口流路内径に

対応する値 

弁箱の最小厚さ 

弁ふたの最小厚さ 

ネック部の計算上必要な厚さ

ネック部の計算上必要な厚さ

mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

℃ 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 
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(2) 算式

a. 弁箱（ネック部を除く。）又は弁ふたの計算上必要な厚さ

 ｔ＝ｔ１＋
）－Ｐ（Ｐ

）－ｔ）・（ｔ（Ｐ－Ｐ

１２

１２１  

b. ネック部の計算上必要な厚さ

(a) 
ｍ

ｎ

ｄ

ｄ
≦1.5 の場合 

 ｔｍ＝ｔ 

(b) 
ｍ

ｎ

ｄ

ｄ
＞1.5 の場合 

 ｔｍ＝
ｍ

ｎ

・ｄ

・ｔ・ｄ

 3

 2

(3) 評価

以下の条件を満足すれば十分である。

a. 弁箱（ネック部を除く。）又は弁ふたの最小厚さ

 ｔａｂ≧ｔ 

 ｔａｆ≧ｔ 

b. ネック部の最小厚さ

 ｔｍａ≧ｔｍ 
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2.5 弁箱の形状規定 

設計・建設規格 VVB-3410，3411 を適用する。 

(1) 記号の説明

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

ｄｍ 

ｄｎ 

ｈ 

ｒ１ 

ｒ２ 

ｔ 

ｄｍ 

ｄｎ 

ｈ 

ｒ１ 

ｒ２ 

ｔ 

図 3-5 に示す弁入口流路内径 

図 3-5 に示すネック部の内径 

図 3-6 に示す弁座挿入部の高さ 

図 3-1 に示すネック部と流路部が交わる部分の外表

面の丸みの半径 

図 3-6 に示す弁座挿入部のすみの丸みの半径 

弁箱（ネック部を除く。）又は弁ふたの計算上必要

な厚さ（設計・建設規格 VVB-3210 による。） 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

(2) 評価

弁箱の形状は以下の条件を満足するものとする。

a. ネック部と流路部が交わる部分の外表面の丸みの半径

ｒ１≧0.3・ｔ 

b. 弁座挿入部のすみの丸みの半径

ｒ２≧Max（0.05・ｔ，0.1・ｈ） 

c. ネック部の内径と弁入口流路内径の比

ｍ

ｎ

ｄ

ｄ
＜2 
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2.6 管台の最小厚さの計算 

設計・建設規格 VVB-3220 を適用する。 

(1) 記号の説明

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｄｏ 

Ｐ 

Ｓ 

ｔ 

η 

Ｎｏ． 

Ｄｏ 

Ｐ 

Ｓ 

ｔ 

ｔｂｒ 

Ｔｍ 

ｔｎｏ 

η 

管台の番号 

管台の外径 

最高使用圧力 

管台の最高使用温度における設計・建設規格 付録

材料図表 Part5 表 5 に規定する材料の許容引張

応力 

管台の計算上必要な厚さ 

管台の最小厚さ 

最高使用温度 

管台の公称厚さ 

継手の効率（設計・建設規格 PVC-3130 の表 PVC-

3130-1 より求めた値） 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

mm 

mm 

℃ 

mm 

－ 

(2) 算式

 ｔ＝
・Ｐ・Ｓ・η＋

Ｐ・Ｄｏ

 0.8 2

(3) 評価

以下の条件を満足すれば十分である。 

 ｔｂｒ≧ｔ 
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3. 添付図

注 1 ：本図は設計・建設規格 VVB-3320 の図 VVB-3320-1 と同じ。 

注 2 ：(4)の場合，Ａｆ及びＡｍの値は，図のＡｆ１及びＡｆ２並びにＡｍ１及びＡｍ２のうち

ｍ２

ｆ２

ｍ１

ｆ１

Ａ

Ａ
と

Ａ

Ａ
の値が大きい方の組合せを用いる。 

図 3-１ Ａｆ及びＡｍの範囲を明示した図 
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注 ：本図は設計・建設規格 VVB-3330 の図 VVB-3330-1 と同じ。 

図 3-2 ｔｅ及びｒを明示した図 
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注 ：本図は設計・建設規格 VVB-3340 の図 VVB-3340-1 と同じ。 

図 3-3 Ｔｅ１及びＴｅ２を明示した図 
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Ｔｅ１は，交差部壁面とその二等分線とに接する二 

つの円のうち大きい方の直径 

Ｔｅ１＜ｔｅの場合は，Ｔｅ１＝ｔｅとする。 

（ｔｅは，図 3-2 に定めるところによる。） 

注 ：本図は図 3-3 の(4)の内容を図 3-2(1)の構造に適用したもの 

Ｔｅ２は，交差部壁面に接する円の直径 

注 ：本図は図 3-3 の(3)の内容を図 3-2(1)の構造に適用したもの 

図 3-4 Ｔｅ１及びＴｅ２を明示した図 
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注 ：本図は設計・建設規格 VVB-3210 解説図 VVB-3210-3 と同じ。 

図 3-5 ｄｍ及びｄｎを明示した図 

注 ：本図は設計・建設規格 VVB-3411 の図 VVB-3411-2 と同じ。 

図 3-6 ｈ及びｒ２を明示した図 
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別添1 クラス1弁の強度計算書のフォーマット 
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Ⅴ-＊-＊-＊-＊ ○○○○○○○○○○○○の強度計算書 
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まえがき 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-2 クラス１機器の強度計算の基本方針」及び「Ⅴ-3-1-6 重

大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」並びに「Ⅴ-

3-2-3 クラス１弁の強度計算方法」及び「Ⅴ-3-2-12 重大事故等クラス２弁の強度計算方法」

に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につ

いては，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 



NT2 補③ Ⅴ-3-2-3 R1 

・評価条件整理表

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 

既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性

評価 

区分 

評価 

クラス

クラス

アップ

の有無

施設時

機器 

クラス

DB 

クラス

SA 

クラス

条件 

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

圧力

(MPa)

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

別
1
-
3 



別 1-4 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
3
-2
-
3
 R
1 

1. 設計仕様

系統：  

機器の区分 クラス１弁

弁番号 種類 
呼び径 

（A） 

材料 

弁箱 弁ふた 弁体 ボルト 
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2. 強度計算書

系統：  

設計条件 
弁箱の一次＋二次応力評価 

最高使用圧力Ｐ  （MPa）

最高使用温度Ｔｍ    （℃） ｔｅ （mm） 

弁箱材料 Ｔｅ１ （mm） 

接続管材料 Ｔｅ２ （mm） 

接続管外径    （mm） ｒｉ （mm） 

接続管内径 （mm） θ （°） 

添付図番号 

Ｋ

Ｐｅ （MPa） 

図3－3 (2) （一例） α×10-6 （mm/mm℃） 

内圧による弁箱の一次応力評価 
Ｅ （MPa） 

Ｃ２

Ｐ１ （MPa） ΔＴ （℃） 

Ｐ２ （MPa） Ｃ４

Ｐｒ１ （MPa） ΔＰｆｍ （MPa） 

Ｐｒ２ （MPa） ΔＴｆｍ （℃） 

Ｐｓ （MPa） Ｓｎ（1） （MPa） 

ｄ （mm） Ｓｎ（2） （MPa） 

Ｔｂ （mm） 3・Ｓｍ （MPa） 

Ｔｒ （mm）
評価：Ｓｎ（1）≦3・Ｓｍ 

Ｓｎ（2）≦3・Ｓｍ 

よって十分である。 

ＬＡ （mm）

ＬＮ （mm）

Ａｆ （mm2） ×104 

Ａｍ （mm2） ×104 
弁箱の局部一次応力評価 

ｒ１ （mm）

Ｓ （MPa） Ｓ （MPa） 

Ｓｍ （MPa） 2.25・Ｓｍ （MPa） 

評価：Ｓ≦Ｓｍ 

よって十分である。 

評価：Ｓ≦2.25・Ｓｍ 

よって十分である。 

配管反力による弁箱の二次応力評価 起動時及び停止時の繰返しピーク応力強さ 

Ａ－Ａ断面の弁外径 （mm） Ｃ３

Ａ１ （mm2） ×103 ＱＴ （MPa） 

Ａ２ （mm2） ×104 Ｓ （1） （MPa） 

Ｃｂ Ｓ （2） （MPa） 

Ｚ１ （mm3） ×105 Ｅｍ （MPa） 

Ｚ２ （mm3） ×106 Ｎ（1） 

Ｚｐ （mm3） ×106 Ｎ（2） 

Ｓｙ （MPa）

評価：Ｎ（1）≧2000 

 Ｎ（2）≧2000 

よって十分である。 

Ｐｄ （MPa）

Ｐｂ （MPa）

Ｐｔ （MPa）

1.5・Ｓｍ （MPa）

評価：Ｐｄ≦1.5・Ｓｍ

 Ｐｂ≦1.5・Ｓｍ

 Ｐｔ≦1.5・Ｓｍ

よって十分である。 

弁番号 シート
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系統：  

繰返しピーク応力強さ（疲労累積係数） 

ｑ Ａｏ Ｂｏ Ｃ５ Ｓｎ 

（MPa） 

3・Ｓｍ 

（MPa） 

ΔＴｆ 

（℃） 

Ｓｐ 

（MPa） 

Ｋｅ Ｓ

（MPa） 

Ｎｉ Ｎｒｉ Ｎｉ／Ｎｒｉ 

評価：疲労累積係数 Ｉｔ＝
ｒｉ

ｉ

Ｎ

Ｎ
＝  ≦1 

よって十分である。 

弁箱の形状規定 弁体の一次応力評価 

ｒ１ （mm） 材料 

ｒ２ （mm） 形式 

0.3・ｔ （mm） Ｐ （MPa）

0.05・ｔ （mm） Ｐｃ（Ｐ１，Ｐ２） （N）

0.1・ｈ （mm） ｈ （mm）

ｄｎ／ｄｍ ａ （mm）

  評価：ｒ１≧0.3・ｔ 

  ｒ２≧Max（0.05・ｔ，0.1・ｈ） 

ｍ

ｎ

ｄ

ｄ
＜2 

よって十分である。 

ｂ （mm）

σＤ （MPa）

1.5・Ｓｍ （MPa）

  評価：σＤ≦1.5・Ｓｍ 

よって十分である。

弁番号 シート
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系統：  

弁箱又は弁ふたの厚さ及びネック部の厚さ 

弁箱材料 

弁ふた材料 

ｄｍ （mm）

ｔ１ （mm）

ｔ２ （mm）

ｔ （mm）

ｄｎ （mm）

ｄｎ／ｄｍ

ｔｍ （mm）

ｔａｂ （mm）

ｔａｆ （mm）

ｔｍａ （mm）

  評価：ｔａｂ≧ｔ 

  ｔａｆ≧ｔ 

  ｔｍａ≧ｔｍ 

よって十分である。 

弁番号 シート
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系統：  

フランジ及びフランジボルトの応力解析

設計条件 モーメントの計算

ＰＦＤ （MPa） ＨＤ （N） ×105

Ｐｅｑ （MPa） ｈＤ （mm） 

Ｔｍ （℃） 302 ＭＤ （N･mm） ×107

Ｍｅ （N･mm） ×106 ＨＧ （N） ×105

Ｆｅ （N） ｈＧ （mm） 

フランジの形式 JIS B 8265 附属書 3 b）7）（例） ＭＧ （N･mm） ×107

フランジ ＨＴ （N） ×105

材料 ｈＴ （mm） 

σｆａ （MPa）

常温（ガスケット締付時） 

（20 ℃） 

ＭＴ （N･mm） ×107

Ｍｏ （N･mm） ×107

σｆｂ （MPa）

最高使用温度（使用状態） 

Ｍｇ （N･mm） ×108

フランジの厚さと係数

Ａ （mm） ｔ （mm） 

Ｂ （mm） Ｋ

Ｃ （mm） ｈｏ （mm） 

ｇ０ （mm） ｆ 

ｇ１ （mm） Ｆ

ｈ （mm） Ｖ

ボルト ｅ （mm-1） 

材料 ｄ （mm3） 

σａ （MPa）

常温（ガスケット締付時） 

（20 ℃） 

Ｌ 

Ｔ 

σｂ （MPa）

最高使用温度（使用状態） 

Ｕ 

Ｙ 

ｎ Ｚ

ｄｂ （mm） 応力の計算 

ガスケット σＨｏ （MPa） 

材料 σＲｏ （MPa） 

ガスケット厚さ （mm） σＴｏ （MPa） 

Ｇ （mm） σＨｇ （MPa） 

ｍ σＲｇ （MPa） 

ｙ （N/mm2） σＴｇ （MPa） 

ｂｏ （mm）

応力の評価：σＨｏ≦1.5・σｆｂ

 σＲｏ≦1.5・σｆｂ 

 σＴｏ≦1.5・σｆｂ 

 σＨｇ≦1.5・σｆａ 

 σＲｇ≦1.5・σｆａ 

 σＴｇ≦1.5・σｆａ 

よって十分である。 

ｂ （mm）

Ｎ （mm）

Ｇｓ （mm）

ボルトの計算 

Ｈ （N） ×106 

Ｈｐ （N） ×105 

Ｗｍ１ （N） ×106 

Ｗｍ２ （N） ×105 

Ａｍ１ （mm2） ×103 

Ａｍ２ （mm2） ×103 

Ａｍ （mm2） ×103 

Ａｂ （mm2） ×104 

Ｗｏ （N） ×106 

Ｗｓ （N） ×106 

  評価：Ａｍ＜Ａｂ 

よって十分である。 

弁番号 シート
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系統：  

管台の厚さ 

Ｎｏ． 

最高使用圧力 

Ｐ 

（MPa） 

最高使用温度 

Ｔｍ 

（℃） 

外径 

Ｄｏ 

（mm） 

公称厚さ 

ｔｎｏ 

（mm） 

材料 Ｓ 

（MPa） 

η ｔ 

（mm） 

ｔｂｒ 

（mm） 

1 

2 

  評価：ｔｂｒ≧ｔ 

 よって十分である。 

弁番号 シート
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外径 115 mm 以下の管に接続される弁のフォーマット 

外径 115 mm 以下の管に接続される弁は，以下の計算を省略する。 

設計・建設規格 VVB-3010 による。 

・弁箱の応力解析

・弁体の応力解析

・フランジの応力計算
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1. 設計仕様

系統：  

機器の区分 クラス１弁

弁番号 種類 
呼び径 

（A） 

材料 

弁箱 弁ふた 弁体 ボルト 
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2. 強度計算書

系統：  

設計条件 

最高使用圧力Ｐ （MPa）

最高使用温度Ｔｍ （℃）

弁箱又は弁ふたの厚さ及びネック部の厚さ 

Ｐ１ （MPa）

Ｐ２ （MPa）

ｄｍ （mm）

ｔ１ （mm）

ｔ２ （mm）

ｔ （mm）

ｄｎ （mm）

ｄｎ／ｄｍ

ｔｍ （mm）

ｔａｂ （mm）

ｔａｆ （mm）

ｔｍａ （mm）

  評価：ｔａｂ≧ｔ 

  ｔａｆ≧ｔ 

  ｔｍａ≧ｔｍ 

よって十分である。 

弁番号 シート
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1. 一般事項

1.1 概要 

本資料は，添付書類「Ⅴ-3-1-3 クラス２機器の強度計算の基本方針」に基づき，クラス２

弁が十分な強度を有することを確認するための方法を説明するものである。 

1.2 適用規格及び基準との適合性 

(1) 強度計算は，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含

む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設

計・建設規格」という。）により行う。 

 設計・建設規格 規格番号と本資料との対応は，表 1-1 に示すとおりである。 

(2) 設計・建設規格に計算式の規定がないフランジについては日本工業規格（以下「ＪＩＳ」

という。）を適用して行う。本資料との対応は，表 1-2 に示すとおりである。 

(3) 本資料で計算するもの以外のフランジは，以下に掲げる規格（材料に係る部分を除く。）

又は設計・建設規格 別表 2 に掲げるものを使用する。（設計・建設規格 VVC-3410） 

a. ＪＩＳ Ｂ ２２２０（2004） 「鋼製管フランジ」

表 1-1 設計・建設規格 規格番号と強度計算書との対応 

設計・建設規格 規格番号 
本資料の計算式 

（章節番号） 
備考 

VVC-3200 耐圧部の設計 

VVC-3210 

VVC-3220 

VVC-3230 

2.1 

2.2 

2.3 

弁箱又は弁ふた及び管台の強度計算 

弁箱又は弁ふたの最小厚さの計算 

2.1 項の規定に適合しない場合の計算 

管台の最小厚さの計算 

VVC-3300 弁の応力評価 

VVC-3310 （a）＊ 

VVC-3310 （b）＊ 

2.4 

2.4 

フランジの強度計算

弁箱と弁ふたのフランジの応力解析 

フランジボルトの応力解析

注記 ＊：設計・建設規格 VVC-3310 による計算は，接続管の外径が 115 mm を超える弁について

適用する。 
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1. 一般事項

1.1 概要 

本資料は，添付書類「Ⅴ-3-1-4 クラス３機器の強度計算の基本方針」に基づき，クラス３

容器が十分な強度を有することを確認するための方法を説明するものである。 

1.2 適用規格及び基準との適合性 

(1) 強度計算は，火災防護設備用水源タンクが十分な強度を有することを確認するための方法

として適用する発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む））

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会）（以下「設計・建設規格」という。）及

びＪＩＳ Ｂ ８５０１（1995）「鋼製石油貯槽の構造（全溶接製）」（以下「ＪＩＳ Ｂ 

８５０１」という。）の規定に基づく強度計算方法について説明する。なお，消火設備用ボ

ンベ及び消火器については，添付書類「Ⅴ-3-1-4 クラス３機器の強度計算の基本方針」に

示すとおり，高圧ガス保安法又は消防法に適合したものを使用することとする。 

設計・建設規格及びＪＩＳ Ｂ ８５０１の項目と強度計算書との対応は，表1-1に示す

とおりである。 

(2) 強度計算書で計算するもの以外のフランジは，以下に掲げる規格（材料に関する部分を

除く。）又は設計・建設規格 別表2に掲げるものを使用する。（設計・建設規格 PVC-

3700,PVD-3010） 

a. ＪＩＳ Ｂ ２２３８（1996）「鋼製管フランジ通則」

b. ＪＩＳ Ｂ ２２３９（1996）「鋳鉄製管フランジ通則」

c. ＡＳＭＥ Ｂ１６.５（1996）「PIPE FLANGES AND FLANGED FITTINGS」

(3) ＪＩＳ Ｂ ８５０１の規定に基づく設計をされるタンクの管台については，原則ＪＩ

Ｓ Ｂ ８５０１の「3.10 附属物」に規定される図及び表に適合するものを使用する設

計とするが，特殊な形状又は寸法を用いる場合は，ＪＩＳ Ｂ ８５０１に従い，強め材

の検討として補強計算を実施する。 
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表1-1 設計・建設規格及びＪＩＳ Ｂ ８５０１各規格番号と強度計算書との対応 

設計・建設規格 規格番号 

ＪＩＳ Ｂ ８５０１ 項目番号 

強度計算書の計算式 

（章節番号） 
備考 

PVD-3000 クラス３容器の設計 

PVD-3010 

（PVC-3920準用） 

2.2.1 開放タンクの胴の計算 

PVD-3010 

（PVC-3970準用） 

2.2.2 開放タンクの底板の計算

PVD-3010 

（PVC-3980準用） 

2.2.3 開放タンクの管台の計算

PVD-3010， 

（PVC-3950，PVC-3160準用） 

PVD-3510 

2.2.4 開放タンクの胴の穴の補

強計算 

開放タンクに穴を設ける

場合の規定および補強不

要となる穴の規定 

PVD-3010 

（PVC-3162準用） 

2.2.5 2 つ以上の穴が設計して

いるときの補強計算 

PVD-3010 

（PVC-3710準用） 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）） 

2.2.6 フランジの強度計算

（「圧力容器の構造－一

般事項」附属書 3（規

定）「圧力容器のボル

ト締めフランジ」）

ＪＩＳ Ｂ ８５０１ 鋼製石油貯槽の構造 

（全溶接性） 

3.5.2 2.3.1 側板の厚さ 

3.4.2 2.3.2 底板の厚さ 

3.5.5 2.3.3 側板の開口穴に対する補

強 
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1.3 計算精度と数値の丸め方 

計算の精度は，6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表1-2に示すとおりとする。 

表1-2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

圧
力

最高使用圧力 

（開放タンクを除く）
MPa － － 小数点以下第2位

最高使用圧力 

（開放タンク） 
MPa 小数点以下第3位 四捨五入 小数点以下第2位

外面に受ける 

最高の圧力 
MPa － － 小数点以下第2位

温度 ℃ － － 整数位 

許容応力 MPa 小数点以下第1位 切捨て 整数位 

降伏点 MPa 小数点以下第1位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第1位 切上げ 整数位 

長
さ

下記以外の長さ 
mm

m＊1 小数点以下第3位 四捨五入 小数点以下第2位

計算上必要な厚さ mm 小数点以下第3位 切上げ 小数点以下第2位

最小厚さ mm 小数点以下第3位 切捨て 小数点以下第2位

ボルト谷径 mm － － 小数点以下第3位

開放タンクの水頭及び

管台の内径 
m 小数点以下第5位 四捨五入 小数点以下第4位

ガスケット厚さ mm － － 小数点以下第1位

面積 mm2 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊2 

力 N 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊2 

モーメント N・mm 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊2 

角度 ° 小数点以下第2位 四捨五入 小数点以下第1位

比重 － 小数点以下第3位 四捨五入 小数点以下第2位

慣性モーメント mm4 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁 

注記 ＊1：開放タンクの胴内径 

＊2：絶対値が1,000以上のときは，べき数表示とする。 
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1.4 材料の表示方法 

材料は次に従い表示するものとする。 

(1) 設計・建設規格及びＪＩＳに定める材料記号を原則とする。

(2) 管材の許容引張応力の値は継目無管，電気抵抗溶接管及び鍛接管等，製造方法により異

なる場合があるため材料記号の後に“－”を入れ，その製法による記号を付記して表示す

る。

（例）STPT410-S（継目無管の場合） 

(3) 強度区分により許容引張応力が異なる場合，材料記号の後にＪＩＳで定める強度区分を

付記して表示する。

（例） 

設計・建設規格の表示 計算書の表示 

SCMV3 
付録材料図表 Part5 表 5 

の許容引張応力の上段 
SCMV3-1 

SCMV3 
付録材料図表 Part5 表 5 

の許容引張応力の下段 
SCMV3-2 

(4) 使用する厚さ又は径等によって許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の後に該当す

る厚さ又は径等の範囲を付記して表示する。

（例）S45C（直径40 mm以下） 

(5) 熱処理によって許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の後にＪＩＳに定める熱処理

記号を付記して表示する。

（例）SUS630 H1075（固溶化熱処理後570～590 ℃空冷の場合） 

(6) ガスケット材料で非石綿の場合の表示は以下とする。

（例）非石綿ジョイントシート

渦巻形金属ガスケット（非石綿）（ステンレス鋼） 

平形金属被覆ガスケット（非石綿板）（ステンレス鋼） 

なお，この場合のガスケット係数ｍ及びガスケットの最小設計締付圧力ｙは，ＪＩＳ 

Ｂ ８２６５ 附属書3 表2 備考3より，ガスケットメーカ推奨値を適用する。 
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2. クラス３容器の強度計算方法

2.1 共通記号の定義 

クラス３容器の強度計算において，特定の計算に限定せず，一般的に使用する記号を共通記

号として次に掲げる。 

なお，以下に示す記号のうち，各計算において説明しているものはそれに従う。 

計算書の表示 表示内容 単位

Ｐ 最高使用圧力 MPa 

Ｓ
ｙ

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 も

しくはＪＩＳで定める降伏点又は耐力 

MPa 

η 継手の効率 

設計・建設規格 PVD-3110 もしくはＪＩＳ Ｂ

８５０１に定める定数。 

－ 

継手の種類 － 

継手無し 同左 － 

突合せ両側溶接 同左 － 

裏当金（取り除

く。）を使用し

た突合せ片側溶

接 

裏当金を使用した突合せ片側溶接（溶接後裏当金

を取り除いたものに限る。）並びにこれと同等以

上の効果が得られる方法による溶接 

－ 

裏当金（取り除

かず。）を使用

した突合せ片側

溶接 

裏当金を使用した突合せ片側溶接(溶接後裏当金

を取り除いたものを除く。 ） 

－ 

裏当金を使用し

ない突合せ片側

溶接 

同左 － 

両側全厚すみ肉

重ね溶接 

同左 

プラグ溶接を行

う片側全厚すみ

肉重ね溶接 

同左 

－ 

プラグ溶接を行

わない片側全厚

すみ肉重ね溶接 

同左 

－ 

放射線検査の有無 

 有り

発電用原子力設備規格（溶接規格 ＪＳＭＥ Ｓ

ＮＢ１－2001）（日本機械学会 2001 年）N-3140

及び N-4140（N-1100(1)a 準用）の規定に準じて

放射線透過試験を行い，同規格の規定に適合する

もの 

－ 

無し その他のもの － 
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2.2 原水タンクの構造及び強度 

2.2.1 開放タンクの胴の計算 

原水タンクについては設計・建設規格 PVD-3010 及び PVD-3110（設計・建設規格 

PVC-3920 準用）を適用する。 

(1) 記号の説明

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｄｉ

Ｈ 

Ｓ 

t 

ρ 

Ｄi 

Ｈ 

Ｓ 

ｔ 

ｔ１

ｔ２ 

ｔ３ 

ｔｓ 

ｔｓｏ

ρ 

胴の内径 

水頭 

最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表

5 又は表 6による。 

胴に必要な厚さ 

胴の規格上必要な最小厚さ 

胴の計算上必要な厚さ 

胴の内径に応じた必要厚さ 

胴の最小厚さ 

胴の呼び厚さ 

液体の比重。ただし，1.00 未満の場合は

1.00 とする。 

m 

m 

MPa 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

－ 

(2) 算式

開放タンクの胴に必要な厚さは，次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。

a． 規格上必要な最小厚さ：ｔ１ 

炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られた場合は 3 mm，その他の材料で作られた場

合は 1.5 mm とする。 

b． 胴の計算上必要な厚さ：ｔ２ 

ηＳ

ρＨＤ
＝ｔ２ 0.204

i

c． 胴の内径に応じた必要厚さ：ｔ３ 

胴の内径が 5 m を超えるものについては，同の内径の区分に応じ設計・建設規格 

表 PVC-3920-1 より求めた胴の厚さとする。 

(3) 評価

胴の最小厚さ（ｔｓ）≧胴に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 
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2.2.2 開放タンクの底板の計算 

原水タンクについては設計・建設規格 PVD-3010（設計・建設規格 PVC-3960 及び

PVC-3970 準用）を適用する。 

(1) 記号の説明

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｈ 

Ｐ 

ρ 

Ｈ 

Ｐ 

ｔ 

ｔｂ

ｔｂｏ

ρ 

水頭 

最高使用圧力 

底板の規格上必要な厚さ 

底板の最小厚さ 

底板の呼び厚さ 

液体の比重。ただし，1.00 未満の場合は

1.00 とする。 

m 

MPa 

mm 

mm 

mm 

－ 

 下記(3)ｂ項の場合で上記以外の記号については，設計・建設規格 PVC-3220 及び

PVC-3310 によるものとする。 

(2) 形状の制限

次のいずれかであること。

a. 平板

b. 設計・建設規格 PVC-3210 に規定されている鏡板

(3) 算式

開放タンクの底板に必要な厚さは次によるものとする。

a. 地面，基礎等に直接接触するものの厚さ：ｔ

設計・建設規格 PVD-3010 により 3 mm 以上

b. 上記以外のものの底板に必要な厚さ：ｔ

設計・建設規格 PVD-3010（設計・建設規格 PVC-3970(2)準用）を適用する。

ここで，最高使用圧力Ｐは次の式による値とする。

Ｐ＝9.80665×10-3・Ｈ・ρ 

(a) 鏡板

設計・建設規格 PVD-3010（設計・建設規格 PVC-3970(2)準用）より，設計・

建設規格 PVC-3220を準用する。 

(b) 平板

設計・建設規格 PVD-3010（設計・建設規格 PVC-3970(2)準用）より，設計・

建設規格 PVC-3310を準用する。 

(4) 評価

底板の最小厚さ（ｔｂ）≧底板に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 
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2.2.3 開放タンクの管台の計算 

原水タンクについては設計・建設規格 PVD-3010 及び PVD-3110（設計・建設規格 

PVC-3980 準用）を適用する。 

(1) 記号の説明

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｄｉ 

Ｈ 

Ｓ 

ｔ 

ρ 

Ｄｉ 

Ｈ 

Ｓ 

ｔ 

ｔ１

ｔ２

ｔｎ 

ｔｎｏ

ρ 

管台の内径＊ 

水頭 

最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図書 Part5 表 5

又は表 6 による。 

管台に必要な厚さ 

管台の計算上必要な厚さ 

管台の規格上必要な最小厚さ 

管台の最小厚さ 

管台の呼び厚さ＊ 

液体の比重。ただし，1.00 未満の場合は 1.00

とする。 

m 

m 

MPa 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

－ 

注記 ＊：管台の内径及び呼び厚さは，下図参照。 

注 ：本図は，管台の内径及び呼び厚

さの寸法を説明するものであ

り，管台の取付け形式を示すも

のではない。 

(2) 算式

開放タンクの管台に必要な厚さは，次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。

a. 管台の計算上の必要な厚さ：ｔ１

 
ηＳ

ρＨＤ
＝ｔ ｉ

１ 0.204

b. 規格上必要な最小厚さ：ｔ２

管台の外径に応じ設計・建設規格 表 PVC-3980-1 より求めた管台の厚さ

(3) 算式

管台の最小厚さ（ｔｎ）≧管台に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 
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2.2.4 開放タンクの胴の穴の補強計算 

原水タンクについては設計・建設規格 PVD-3010，PVD-3110 及び PVD-3510（設計・建

設規格 PVC-3160 及び PVC-3950 準用）を適用する。 

なお，穴を設ける場合の規定及び補強不要となる穴の規定については以下の通りとす

る。 

（PVD-3511，PVD-3512 適用） 

・穴は，円形または楕円形であること。ただし，容器内の流体等の監視用のために設

ける穴で長方形の両端が凸形に半円形状であるものについてはこの限りではない。

・穴の径（円形の穴については直径，だ円形の穴については長径をいう）が 85 mm 以

下の場合は，補強計算は不要とする。

(1) 記号の説明

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ａ 

Ａｒ 

Ｂ 

ｄ 

Ａ０ 

Ａ１ 

Ａ２

Ａ３ 

Ａ４ 

Ａ０Ｄ

Ａ１Ｄ 

Ａ２Ｄ

Ａ３Ｄ

Ａ４Ｄ 

Ａｊ０ 

Ａｊ１ 

Ａｊ２ 

Ａｊ３ 

Ａｊ４ 

Ａｊｒ 

Ａｒ 

ＡｒＤ

Ｂ 

Ｂｅ

ｄ 

補強に有効な総面積 

胴，鏡板又は平板の部分の補強に有効な面積 

管台の部分の補強に有効な面積 

すみ肉溶接の部分の補強に有効な面積 

強め板の部分の補強に有効な面積 

Ｘ１≠Ｘ２の場合の片側断面についての補強に

有効な総面積 

Ｘ１≠Ｘ２の場合の片側断面についての胴，鏡

板又は平板の部分の補強に有効な面積 

Ｘ１≠Ｘ２の場合の片側断面についての管台の

部分の補強に有効な面積 

Ｘ１≠Ｘ２の場合の片側断面についてのすみ肉

溶接の部分の補強に有効な面積 

Ｘ１≠Ｘ２の場合の片側断面についての強め板

の部分の補強に有効な面積 

大きい穴の補強に有効な総面積 

大きい穴の胴，鏡板又は平板の部分の補強に有

効な面積 

大きい穴の管台の部分の補強に有効な面積 

大きい穴のすみ肉溶接の部分の補強に有効な面

積 

大きい穴の強め板の部分の補強に有効な面積 

大きい穴の補強に有効な面積 

穴の補強に必要な面積 

片側断面についての穴の補強に必要な面積 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図 1

～図 20 より求めた値（Ｂを求める際に使用し

た板の厚さは繰返し計算により最終的にｔｎｒ

となる。） 

強め板の外径 

胴又は鏡板の断面に現われる穴の径 

平板の場合は設計・建設規格の表中に規定する

方法によって測った平板の径又は，最小内のり

断面に現われる穴の径 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2

mm2

mm2

mm2

mm2

mm2

mm2

mm2

mm2

mm2

mm2

mm2

mm2

mm2

mm2

－ 

mm 

mm 
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設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｄｉ 

Ｄ 

Ｆ 

Ｋ１ 

Ｓ 

Ｓ 

ｄｈ

ｄｊ 

ｄｗ

Ｄｉ 

ＤｉＬ

Ｄｉｓ

Ｄｏｎ 

Ｆ

Ｆ１ 

Ｆ２ 

Ｆ３ 

Ｆ４ 

Ｋ１ 

Ｌ１ 

Ｌ２ 

Ｌ３ 

Ｌ４ 

Ｌ５ 

Ｐ 

ＰＬＡＴＥ－ 

Ｒ 

Ｓｃ 

Ｓｅ 

Ｓｎ

Ｓｐ

Ｓｓ

平板の断面に現われる穴の径 

大きい穴の補強を要する限界径 

管台の取り付く穴の径（完全溶込み溶接により

溶接された管台については，ｄｗ＝Ｄｏｎ＋α 

（αはルート間隔の 2 倍），それ以外の管台に

ついては，ｄｗ＝Ｄｏｎ） 

円筒胴にあっては胴の内径。さら形鏡板及び半

だ円形鏡板にあっては鏡板のフランジ部の内

径。全半球形鏡板にあっては鏡板の内径 

半だ円形鏡板の内面における長径 

半だ円形鏡板の内面における短径 

管台の外径 

係数 

すみ肉溶接の許容せん断応力の係数 

突合せ溶接の許容せん断応力の係数 

突合せ溶接の許容引張応力の係数 

管台壁の許容せん断応力の係数 

半だ円形鏡板の長径と短径との比による係数 

溶接の脚長＊1 

溶接の脚長＊1 

溶接の脚長＊1

溶接の脚長＊1 

溶接の脚長＊1

Ｐ＝9.80665×10－3・Ｈ・ρ 

管台のない平板形式（図 2-20 参照） 

さら形鏡板にあっては鏡板の中央部における内

面の半径。半だ円形鏡板にあってはＤ１Ｌ・Ｋ１

全半球形鏡板にあっては鏡板の内半径 

鏡板材の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

又は表 6 による。 

強め板材の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

又は表 6 による。 

管台材の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

又は表 6 による。 

平板材の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

又は表 6 による。 

胴板材の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

又は表 6 による。 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

MPa 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

ｔｓ 

ｔｓｒ 

ｔｎ

ｔｎｒ

ｔｓ 

ｔｓｒ 

ｔｓ 

ｔｓｒ 

Ｓｗ１ 

Ｓｗ２

Ｓｗ３

Ｓｗ４

ｔｃ

ｔｃｒ

ｔｅ

ｔｎ

ｔｎｏ

ｔｎｒ

ｔｐ 

ｔｐｒ

ｔｓ

ｔｓｒ

Ｗ 

Ｗ１

Ｗ２

Ｗｅ１

Ｗｅ２

Ｗｅ３

Ｗｅ４

Ｗｅ５

Ｗｅ５Ｄ

Ｗｅ６

Ｗｅ７

Ｗｅ８

Ｗｅ９

Ｗｅ１０

Ｗｅ１１

Ｗｅｂｐ１

Ｗｅｂｐ２

Ｗｅｂｐ３

Ｗｅｂｐ４

Ｗｅｂｐ５

Ｗｅｂｐ６ 

すみ肉溶接部の許容せん断応力 

突合せ溶接部の許容せん断応力 

突合せ溶接部の許容引張応力 

管台壁の許容せん断応力 

鏡板の最小厚さ 

穴の補強計算に用いる鏡板の計算上必要な厚さ

強め板の最小厚さ 

管台の最小厚さ 

管台の呼び厚さ 

管台の計算上必要な厚さ 

平板の最小厚さ 

平板の計算上必要な厚さ 

胴の最小厚さ 

胴の継目がない場合の計算上必要な厚さ 

溶接部の負うべき荷重 

Ｗ１＝（Ａ２＋Ａ３＋Ａ４）・Ｓｓ

Ｗ２＝（ｄ・ｔｓｒ－Ａ1）・Ｓｓ又は

Ｗ２＝（ｄｗ・ｔｓｒ－Ａ1）・Ｓｓ

すみ肉溶接部のせん断力（管台取付部：胴の外

側） 

すみ肉溶接部のせん断力（管台取付部：胴の内

側） 

すみ肉溶接部のせん断力（強め板取付部） 

突合せ溶接部のせん断力（胴と強め板との突合

せ部） 

突合せ溶接部のせん断力（管台取付部） 

突合せ溶接部のせん断力（管台取付部） 

突合せ溶接部の引張力（胴の部分径Ｄｏｎにお

いて） 

突合せ溶接部の引張力（胴の部分径ｄｗにおい

て） 

突合せ溶接部の引張力（強め板の部分径Ｄｏｎ

において） 

突合せ溶接部の引張力（強め板の部分径ｄｗに

おいて） 

管台のせん断力 

すみ肉溶接部のせん断力（管台取付部の胴，鏡

板又は平板の部分径ｄｗより外側） 

予想される破断箇所の強さ 

予想される破断箇所の強さ 

予想される破断箇所の強さ 

予想される破断箇所の強さ 

予想される破断箇所の強さ 

予想される破断箇所の強さ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 
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設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

ＷＥＬＤ－ 

Ｘ 

Ｘ１

Ｘ２

Ｘｊ

Ｘｊ１

Ｘｊ２

Ｙ１

Ｙ２

η 

π 

応力除去の 

有無 

有 り 

無 し 

管台溶接形式（図 2-1～図 2-19 を参照） 

補強の有効範囲（胴の面に沿った方向） 

補強の有効範囲 

補強の有効範囲 

大きい穴の補強に有効な範囲 

大きい穴の補強に有効な範囲 

大きい穴の補強に有効な範囲 

補強の有効範囲（胴より外側） 

補強の有効範囲（胴より内側） 

穴が長手継手又は胴と全半球形鏡板との接合部

の周継手を通る場合はその継手の効率。その他

の場合は 1.00 

円周率 

同左 

同左 

－ 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

－ 

－ 

－ 

－ 

注記 ＊1：設計・建設規格 図 PVD-4112-3 による。 
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(2) 胴の補強計算

a. 管台の形式

図 2-1～図 2-19 に管台の形式，補強に有効な面積，補強に必要な面積，破断形式等

を示す。 

ただし，すみ肉溶接部分の破断箇所については，両方の脚長が等しいため，片側の

脚長の破断形式のみを図示する。 

b. 穴の補強

(a) 補強に必要な面積

設計・建設規格 PVD-3010（設計・建設規格 PVC-3161.3 準用）を適用する。

イ. 円筒形の胴の場合

(イ) 管台の一部分が胴の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22の場合

Ｆｔ＝ｄＡ ｓｒｒ
 

(ロ) 管台の一部分が胴の部分となっている場合

ｎｓｒｓｎｓｒｒ ｔＦｔＳＳ－Ｆ＋ｔ＝ｄＡ 12

（ 1＞ＳＳ ｓｎ
の場合は 1＝ＳＳ ｓｎ

とする。以下，胴の場合において同じ） 

(b) 補強に有効な範囲

設計・建設規格 PVD-3010（設計・建設規格 PVC-3161.1 準用）を適用する。

２１＋ＸＸ＝Ｘ  

ｎｓ２１ ＋ｔ＋ｔｄｄ，＝Ｍａｘ＝ＸＸ 2

ｅｎｓ１ ＋ｔｔ，ｔ＝ＭｉｎＹ 2.52.5

ｎｓ２ ｔ，ｔ＝ＭｉｎＹ 2.52.5

ただし，構造上計算した有効範囲が取れない場合は，構造上取り得る範囲とす

る。 

また，強め板がない場合にはｔｅ＝0とする。 

(c) 補強に有効な面積

設計・建設規格 PVD-3010 及び PVD-3110（設計・建設規格 PVC-3161.2 準用）

を適用する。 

イ. 胴の部分の補強に有効な面積

(イ) 管台の一部分が胴の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22，38 の場

合 

Ｘ－ｄｔ－Ｆｔη＝Ａ ｓｒｓ１

(ロ) 管台の一部分が胴の部分となっている場合

ｎｓｒｓｓｎｓｒｓ１ ｔｔ－ＦｔηＳＳ－－Ｘ－ｄｔ－Ｆｔη＝Ａ 21

ロ. 管台の部分の補強に有効な面積

(イ) 管台が胴の内側に突出していない場合及びＷＥＬＤ－8，22，38 の場合

ｓｎ１ｎｒｎ２ ＳＳＹ－ｔｔ＝Ａ 2
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(ロ) 管台が胴の内側に突出している場合

ｓｎ２ｎ１ｎｒｎ２ ＳＳＹ＋ｔＹ－ｔｔ＝Ａ 2

ただし， 

Ｐ－Ｓ

ｔ－ＤＰ
＝ｔ

ｎ

ｎоｎ
ｎｒ 1.22

2

ハ. すみ肉溶接の部分の補強に有効な面積

３３２２１１３ Ｌ＋ＬＬ＋ＬＬ＝ＬＡ

ただし，補強の有効範囲にないすみ肉溶接の部分は除く。 

ニ. 強め板の部分の補強に有効な面積

ｓｅｅоｎｅ４ ＳＳｔ－Ｄ，ＸＢＭｉｎ＝Ａ

（ 1＞ＳＳ ｓｅ
の場合は 1＝ＳＳ ｓｅ

とする。以下胴の場合において同じ） 

ホ. 補強に有効な総面積

４３２１０ ＋Ａ＋Ａ＋Ａ＝ＡＡ

(d) 補強に有効な範囲Ｘ１≠Ｘ２の場合の補強に有効な面積の確認

設計・建設規格 PVD-3010 及び PVD-3110（設計・建設規格 PVC-3165 準用）を

適用する。 

補強に必要な面積の 2 分の 1 以上の補強に有効な面積は穴の中心線の両側にある

必要がある。 

ただし，補強に有効な範囲Ｘ１＝Ｘ２の場合は上記条件を満足することが明らかで

あり，以下の計算は行わない。 

イ. 補強に必要な面積の 2 分の 1

2ｒｒＤ Ａ＝Ａ

ロ. Ｘ１又はＸ２のいずれか小さい方の断面における補強に有効な面積

(イ) 胴の部分の補強に有効な面積

管台の一部分が胴の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22，38の場合

2ｄ－，ＸＸＭｉｎｔ－Ｆｔη＝Ａ ２１ｓｒｓ１Ｄ

管台の一部分が胴の部分となっている場合 

2ｄ－，ＸＸＭｉｎｔ－Ｆｔη＝Ａ ２１ｓｒｓ１Ｄ

ｎｓｒｓｓｎ ｔｔ－ＦｔηＳＳ－－ 1

(ロ) 管台の部分の補強に有効な面積

2２２Ｄ Ａ＝Ａ

(ハ) すみ肉溶接の部分の補強に有効な面積

2３３Ｄ Ａ＝Ａ

(ニ) 強め板の部分の補強に有効な面積

2４４Ｄ Ａ＝Ａ

(ホ) 補強に有効な総面積

４Ｄ３Ｄ２Ｄ１Ｄ０Ｄ ＋Ａ＋Ａ＋Ａ＝ＡＡ
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c. 大きい穴の補強

設計・建設規格 PVD-3010 及び PVD-3110（設計・建設規格 PVC-3164 準用）を適

用する。 

(a) 大きい穴の補強を要する限界径

イ. Ｄｉが 1500 mm 以下の場合

2ｉｊ Ｄ＝ｄ

ただし，500 mm を超える場合は 500 mm とする。

ロ. Ｄｉが 1500 mm を超える場合

3ｉｊ Ｄ＝ｄ

ただし，1000 mm を超える場合は 1000 mm とする。

ここで，ｄ≦ｄｊの場合は大きい穴の補強計算は必要ない。

一方，ｄ＞ｄｊの場合は補強に必要な面積の 3分の 2 以上が穴の周囲から穴の

径の 4分の 1 の範囲内にある必要がある。 

(b) 大きい穴の補強における管台の形式

図 3-21～図 3-39 に大きい穴の補強における管台の形式を示す。

(c) 大きい穴の補強に必要な面積

ｒｊｒ Ａ＝Ａ
3

2

(d) 大きい穴の補強に有効な範囲

ｊ２ｊ１ｊ ＋Ｘ＝ＸＸ

42 ｄ＋ｄ＝＝ＸＸ ｊ２ｊ１

ただし，構造上計算した有効範囲がとれない場合は，構造上取り得る範囲とす

る。 

(e) 大きい穴の補強に有効な面積

イ. 胴の部分の補強に有効な面積

(イ) 管台の一部分が胴の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22，38の場合

－ｄＸｔ－Ｆｔη＝Ａ ｊｓｒｓｊ１

(ロ) 管台の一部分が胴の部分となっている場合

ｎｓｒｓｓｎｊｓｒｓｊ１ ｔｔ－ＦｔηＳＳ－－－ｄＸｔ－Ｆｔη＝Ａ 21

ロ. 管台の部分の補強に有効な面積

(イ) 管台が胴の内側に突出していない場合及びＷＥＬＤ－8，22，38 の場合

ｓｎ１ｎｒоｎｊｊ２ ＳＳＹ－ｔ－ｄ，ＤＸＭｉｎ＝Ａ 22

(ロ) 管台が胴の内側に突出している場合

１ｎｒоｎｊｊ２ Ｙ－ｔ－ｄ，ＤＸＭｉｎ＝Ａ 22
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ｓｎ２оｎｊ ＳＳＹ－ｄ，ＤＸＭｉｎ＋ 2

ハ. すみ肉溶接の部分の補強に有効な面積

３３２２１１ｊ３ Ｌ＋ＬＬ＋ＬＬ＝ＬＡ

ただし，大きい穴の補強の有効範囲にないすみ肉溶接の部分は除く。 

ニ. 強め板の部分の補強に有効な面積

ｓｅｅоｎｊｅｊ４ ＳＳｔ－Ｄ，ＸＢＭｉｎ＝Ａ

ホ. 大きい穴の補強に有効な総面積

ｊ４ｊ３ｊ２ｊ１ｊ０ ＋Ａ＋Ａ＋Ａ＝ＡＡ
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ｄ. 溶接部の強度 

設計・建設規格 PVD-3010（設計・建設規格 PVC-3168 及び PVC-3169 準用）を適

用する。 

(a) 溶接部の負うべき荷重

次の 2つの計算式（Ｗ１及びＷ２）により求めた荷重のうちいずれか小さい方

ｓ４３２１ Ｓ＋Ａ＋ＡＡ＝Ｗ

管台の一部分が胴の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22，38 の場合 

ｓ１ｓｒ２ Ｓ－Ａｔｄ＝Ｗ

管台の一部分が胴の部分となっている場合 

ｓ１ｓｒｗ２ Ｓ－Ａｔｄ＝Ｗ

よって，
２１，ＷＷＷ＝Ｍｉｎ

ここで，Ｗ＜0の場合は，溶接部の強度計算は必要ない。 

一方、Ｗ≧0 の場合は以下の溶接部の強度計算を行う。 

(b) 溶接部の単位面積当たりの強さ

１ｓｗ１ Ｆ＝ＳＳ  

２ｓｗ２ Ｆ＝ＳＳ  

３ｓｗ３ Ｆ＝ＳＳ  

４ｎｓｗ４ Ｆ，ＳＳ＝ＭｉｎＳ

(c) 継手部の強さ

2ｗ１１оｎｅ１ ＳＬＤ＝πＷ

2ｗ１３оｎｅ２ ＳＬＤ＝πＷ  （ＷＥＬＤ－17 以外の場合） 

22 ｗ１２２ｅ２ ＳＬＬｄ－＝πＷ  （ＷＥＬＤ－17 の場合） 

2ｗ１２ｅｅ３ ＳＬＢ＝πＷ

2
2 ｗ２

оｎｗ
оｎｅ４ Ｓ

－Ｄｄ
Ｄ＝πＷ

2
2 ｗ２ｎ

оｎ
ｅ５ Ｓｔ

＋ｄＤ
＝πＷ

2ｗ３ｓоｎｅ６ ＳｔＤ＝πＷ

 （ＷＥＬＤ－5，6，14，35，36，44 以外の場合） 

2ｗ３４оｎｅ６ ＳＬＤ＝πＷ

 （ＷＥＬＤ－5，6，14，35，36，44 の場合） 

2ｗ３ｓｗｅ７ Ｓｔｄ＝πＷ  （ＷＥＬＤ－6，36以外の場合） 

2ｗ３４ｗｅ７ ＳＬｄ＝πＷ  （ＷＥＬＤ－6，36の場合） 

2ｗ３ｅоｎｅ８ ＳｔＤ＝πＷ  （ＷＥＬＤ－14，44 以外の場合） 
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2ｗ３５оｎｅ８ ＳＬＤ＝πＷ  （ＷＥＬＤ－14，44 の場合） 

2ｗ３ｅｗｅ９ Ｓｔｄ＝πＷ

2
2 ｗ４ｎ

оｎ
ｅ１０ Ｓｔ

＋ｄＤ
＝πＷ

2
2 ｗ１１

ｗоｎ
ｗｅ１１ Ｓ＋Ｌ

－ｄＤ
ｄ＝πＷ

(d) 予想される破断箇所の強さ

イ. ＷＥＬＤ－１，31の場合

Ｗｅｂｐ１ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ５   を通る強さ
ｅ５ｅ１＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ２ ＝ Ｗｅ５Ｄ  を通る強さ
ｅ５＝Ｗ

ロ. ＷＥＬＤ－2，32の場合

Ｗｅｂｐ１ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ２   を通る強さ
ｅ２ｅ１＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ２ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ１０  を通る強さ
ｅ１０ｅ１＋Ｗ＝Ｗ

ハ. ＷＥＬＤ－3，33の場合

Ｗｅｂｐ１ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ６   を通る強さ
ｅ６ｅ１＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ２ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ１０  を通る強さ
ｅ１０ｅ１＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ３ ＝ Ｗｅ７   を通る強さ
ｅ７＝Ｗ

ニ. ＷＥＬＤ－4，34の場合

Ｗｅｂｐ１ ＝ Ｗｅ１ 
 Ｗｅ６   を通る強さ

ｅ６ｅ１＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ２ ＝ Ｗｅ１
  Ｗｅ１０  を通る強さ

ｅ１０ｅ１＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ３ ＝ Ｗｅ１１
  Ｗｅ７  を通る強さ

ｅ７ｅ１１＋Ｗ＝Ｗ

ただし，Ｄｏｎ＝ｄｗの場合はＷｅｂｐ1＝Ｗｅｂｐ3となるためＷｅｂｐ3を省略する。 

ホ. ＷＥＬＤ－5，35の場合

Ｗｅｂｐ１ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ６   を通る強さ
ｅ６ｅ１＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ２ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ１０  を通る強さ
ｅ１０ｅ１＋Ｗ＝Ｗ

ヘ. ＷＥＬＤ－6，36の場合

Ｗｅｂｐ１ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ６
  Ｗｅ２  を通る強さ

ｅ２ｅ６ｅ１ ＋Ｗ＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ２ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ１０  を通る強さ
ｅ１０ｅ１＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ３ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ７   を通る強さ
ｅ７ｅ１＋Ｗ＝Ｗ

ト. ＷＥＬＤ－8，38の場合
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Ｗｅｂｐ１ ＝ Ｗｅ１
  Ｗｅ２   を通る強さ

ｅ２ｅ１＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ２ ＝ Ｗｅ１ 
 Ｗｅ１０  を通る強さ

ｅ１０ｅ１＋Ｗ＝Ｗ
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チ. ＷＥＬＤ－9，39の場合

Ｗｅｂｐ１ ＝ Ｗｅ１
  Ｗｅ６ Ｗｅ２  を通る強さ

ｅ２ｅ６ｅ１ ＋Ｗ＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ２ ＝ Ｗｅ１
  Ｗｅ１０  を通る強さ

ｅ１０ｅ１＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ３ ＝ Ｗｅ７  を通る強さ
ｅ７＝Ｗ

リ. ＷＥＬＤ－11，41 の場合

Ｗｅｂｐ１ ＝ Ｗｅ３ Ｗｅ４ Ｗｅ２  を通る強さ
ｅ２ｅ４ｅ３ ＋Ｗ＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ２ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ８
  Ｗｅ２  を通る強さ

ｅ２ｅ８ｅ１ ＋Ｗ＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ３ ＝ Ｗｅ９ Ｗｅ４ Ｗｅ２  を通る強さ
ｅ２ｅ４ｅ９ ＋Ｗ＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ４ ＝ Ｗｅ３ Ｗｅ４ Ｗｅ１０  を通る強さ
ｅ１０ｅ４ｅ３ ＋Ｗ＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ５ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ１０  を通る強さ
ｅ１０ｅ１＋Ｗ＝Ｗ

ヌ. ＷＥＬＤ－12，42 の場合

Ｗｅｂｐ１ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ６   を通る強さ
ｅ６ｅ１＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ２ ＝ Ｗｅ３ Ｗｅ７   を通る強さ
ｅ７ｅ３＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ３ ＝ Ｗｅ３ Ｗｅ４ Ｗｅ６  を通る強さ
ｅ６ｅ４ｅ３ ＋Ｗ＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ４ ＝ Ｗｅ３ Ｗｅ４ Ｗｅ１０    を通る強さ
ｅ１０ｅ４ｅ３ ＋Ｗ＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ５ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ１０  を通る強さ
ｅ１０ｅ１＋Ｗ＝Ｗ

ル. ＷＥＬＤ－13，43 の場合

Ｗｅｂｐ１ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ５Ｄ  を通る強さ
ｅ５ｅ１＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ２ ＝ Ｗｅ３ Ｗｅ４ Ｗｅ５  を通る強さ
ｅ５ｅ４ｅ３ ＋Ｗ＋Ｗ＝Ｗ

ヲ. ＷＥＬＤ－14，44 の場合

Ｗｅｂｐ１ ＝ Ｗｅ３ Ｗｅ６   を通る強さ
ｅ６ｅ３＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ２ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ８
  Ｗｅ６  を通る強さ

ｅ６ｅ８ｅ１ ＋Ｗ＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ３ ＝ Ｗｅ３ Ｗｅ１０  を通る強さ
ｅ１０ｅ３＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ４ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ１０   を通る強さ
ｅ１０ｅ１＋Ｗ＝Ｗ



21 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
3
-2
-
6
 R
0 

ワ. ＷＥＬＤ－15，16，22，45，46 の場合

Ｗｅｂｐ１ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ８
   Ｗｅ６  を通る強さ

ｅ６ｅ８ｅ１ ＋Ｗ＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ２ ＝ Ｗｅ３ Ｗｅ７   を通る強さ
ｅ７ｅ３＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ３ ＝ Ｗｅ３ Ｗｅ４
   Ｗｅ６  を通る強さ

ｅ６ｅ４ｅ３ ＋Ｗ＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ４ ＝ Ｗｅ３ Ｗｅ４
    Ｗｅ１０   を通る強さ

ｅ１０ｅ４ｅ３ ＋Ｗ＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ５ ＝ Ｗｅ９ Ｗｅ７   を通る強さ
ｅ７ｅ９＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ６ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ１０  を通る強さ
ｅ１０ｅ１＋Ｗ＝Ｗ

カ. ＷＥＬＤ－17の場合

Ｗｅｂｐ１ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ２   を通る強さ
ｅ２ｅ１＋Ｗ＝Ｗ

ヨ. ＷＥＬＤ－18，48 の場合

Ｗｅｂｐ１ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ６
  Ｗｅ２  を通る強さ

ｅ２ｅ６ｅ１ ＋Ｗ＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ２ ＝ Ｗｅ３ Ｗｅ７   を通る強さ
ｅ７ｅ３＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ３ ＝ Ｗｅ３ Ｗｅ４
   Ｗｅ６

   Ｗｅ２ 

 を通る強さ
ｅ２ｅ６ｅ４ｅ３ ＋Ｗ＋Ｗ＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ４ ＝ Ｗｅ３ Ｗｅ４
    Ｗｅ１０  

 を通る強さ
ｅ１０ｅ４ｅ３ ＋Ｗ＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ５ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ１０  を通る強さ
ｅ１０ｅ１＋Ｗ＝Ｗ

タ. ＷＥＬＤ－19，19´，49の場合

Ｗｅｂｐ１ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ８
  Ｗｅ６

  Ｗｅ２

 を通る強さ
ｅ２ｅ６ｅ８ｅ１ ＋Ｗ＋Ｗ＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ２ ＝ Ｗｅ３ Ｗｅ７   を通る強さ
ｅ７ｅ３＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ３ ＝ Ｗｅ３ Ｗｅ４
   Ｗｅ６

   Ｗｅ２ 

 を通る強さ
ｅ２ｅ６ｅ４ｅ３ ＋Ｗ＋Ｗ＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ４ ＝ Ｗｅ３ Ｗｅ４
    Ｗｅ１０  

 を通る強さ
ｅ１０ｅ４ｅ３ ＋Ｗ＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ５ ＝ Ｗｅ９ Ｗｅ７   を通る強さ
ｅ７ｅ９＋Ｗ＝Ｗ

Ｗｅｂｐ６ ＝ Ｗｅ１ Ｗｅ１０  を通る強さ
ｅ１０ｅ１＋Ｗ＝Ｗ
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e. 評価

胴の穴の補強は，下記の条件を満足すれば十分である。

ｒ０＞ＡＡ

ｒＤ０Ｄ Ａ≧Ａ （ただし，
２１ ＸＸ の場合のみ） 

ｊｒｊ０ Ａ≧Ａ （ただし，大きい穴の補強を要する場合のみ） 

すべての破断箇所の強さ≧Ｗ（ただし，Ｗが正の場合のみ） 
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2.2.5 2つ以上の穴が接近しているときの補強計算 

原水タンクについては設計・建設規格 PVD-3010（設計・建設規格 PVC-3162準用）を

適用する。 

(1) 記号の定義

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ａｓ

Ｆ 

ｔｓｒ 

ｔｓｒ 

Ａ１

Ａ２

Ａｄ

Ａｒ

Ａｒ1，Ａｒ２

Ａｒｓ

Ａｓ

ｄ 

ｄ１，ｄ２

Ｆ 

Ｌ１ｉ，Ｌ２ｉ

Ｌ１Ｏ，Ｌ２Ｏ

ｔ１，ｔ２

ｔｓｒ 

ｔｐｒ 

2 つの穴の間及び強め板の断面積の和 

2 つの穴の間の胴板内に溶着された管壁の断面

積 

Ａ１とＡ２の和 

Ａｒ１とＡｒ２の和の 1/2 

2 つの穴のそれぞれの補強に必要な断面積 

2 つの穴の間の強め材の断面積 

2 つの穴の間に必要な胴の断面積（胴板内に溶

着された管壁を含む。） 

2 つの穴の中心間に必要な距離 

2 つの穴のそれぞれの直径 

係数 

2 つの穴の中心間の距離 

2 つの穴のそれぞれの内側溶け込み深さ 

2 つの穴のそれぞれの外側溶け込み深さ 

2 つの穴のそれぞれの管壁の厚さ 

胴の継手がない場合の計算上必要な厚さ 

平板の計算上必要な厚さ 

㎜ 2 

㎜ 2 

㎜ 2 

㎜ 2 

㎜ 2 

㎜ 2 

㎜ 2 

mm 

mm 

－ 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

(2) 算式

2以上の穴が接近しているため，それぞれの補強に有効な範囲が重なりあうときは次に

よる。 

2
1.5 ２１＋ｄｄ

ｄ＝

ｒ２ｒ１ｒ ＋ＡＡ＝Ａ 0.5

Ｆｔ＝Ａ ｓｒｓ 0.7 （胴の補強計算の場合） 

２１ｄ ＋Ａ＝ＡＡ

(2) 評価

下記の条件を満足すれば十分である。

≧ｄ，Ａｒｓ≧Ａｒ，Ａｄ≧Ａｓ
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  ＊：Ｗｅ１等で示される図中の太線は，予想される破断形式を示す。（以降，同様） 

図 2-1 
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図 2-2 
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図 2-3 
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図 2-4 
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図 2-5 
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図 2-6 
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図 2-7 
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図 2-8 
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図 2-9 
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図 2-10 
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図 2-11 
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図 2-12 
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図 2-13 
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図 2-14 
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図 2-15 
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図 2-16 
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図 2-17 
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図 2-18 
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図 2-19 

図 2-20 
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図 2-21 
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図 2-22 
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図 2-23 
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図 2-24 
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図 2-25 
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図 2-26 
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図 2-27 
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図 2-28 
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図 2-29 
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図 2-30 
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図 2-31 
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図 2-32 
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図 2-33 
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図 2-34 
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図 2-35 
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図 2-36 
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図 2-37 
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図 2-38 
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図 2-39 
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2.2.6 フランジの強度計算 

原水タンクについては設計・建設規格 PVD-3010（設計・建設規格 PVC-3710準用）を

適用する。 

計算は，ＪＩＳ Ｂ ８２６５を適用し，フランジ形式及び各部の記号は図2-40～図2-

42による。 

なお，設計圧力及び使用温度は設計・建設規格における最高使用圧力及び最高使用温度

とする。 

(1) 記号の説明

ＪＩＳの記号 計算書の表示 表示内容 単位 

Ａ 

Ａｂ

Ａｍ

Ａｍ１

Ａｍ２

Ｂ 

ｂ 

ｂＯ

Ｃ 

ｄ 

ｄｂ

Ｄｇ

Ａ 

Ａｂ

Ａｍ

Ａｍ１

Ａｍ２

Ｂ 

ｂ 

ｂＯ

Ｃ 

ｄ 

ｄｂ

Ｄｇ

フランジの外径

実際に使用するボルトの総有効断面積 

ボルトの総有効断面積 

使用状態でのボルトの総有効断面積 

ガスケット締付時のボルトの総有効断面積 

フランジの内径

ガスケット座の有効幅 

ガスケット座の基本幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附

属書 3 表 3 による。） 

ボルト穴の中心円の直径 

2
００ ｇｈ

Ｖ

Ｕ

（一体形フランジ及び一体形フランジとし 

係数 て計算する任意形フランジの場合）） 

2
００

Ｌ

ｇｈ
Ｖ

Ｕ

（ルーズ形フランジ及びルーズ形フランジと

して計算する任意形フランジの場合）） 

ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最小部の小さ

い方の径 

セルフシールガスケットの外径

mm 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm3 

mm 

mm 
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ＪＩＳの記号 計算書の表示 表示内容 単位 

ｅ 

Ｆ 

ＦＬ 

ｆ 

Ｇ 

ｇｏ

ｇｉ

Ｈ 

ｈ 

ＨＤ 

ｈＤ

ＨＧ 

ｈＧ 

ｈＯ 

ＨＰ 

ｅ 

Ｆ 

ＦＬ 

ｆ 

ＦＬＡＮＧＥ－ 

 

Ｇ 

Ｇｓ

ｇｏ

ｇｉ

Ｈ 

ｈ 

ＨＤ 

ｈＤ 

ＨＧ 

ｈＧ 

ｈＯ 

ＨＰ 

 
０ｈ

Ｆ
＝

 （一体形フランジ及び一体形フランジとし 

係数 て計算する任意形フランジの場合）） 

０

Ｌ

ｈ

Ｆ
＝

（ルーズ形フランジ及びルーズ形フランジと

して計算する任意形フランジの場合）） 

一体形フランジ及び一体形フランジとして計算する

任意形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附

属書 3 図 5 又は附属書 3 表 4による。） 

ルーズ形フランジ及びルーズ形フランジとして計算

する任意形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書 3 図 6又は附属書 3 表 4による。） 

ハブ応力修正係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書

3 図 4 又は附属書 3 表 4 による。） 

フランジの形式（ＪＩＳ Ｂ ８２６５による。図

4-1～図 4-3 参照）

ガスケット反力円の直径 

ガスケット接触面の外径 

ハブ先端の厚さ

フランジ背面のハブの厚さ

内圧によってフランジに加わる全荷重 

ハブの長さ

圧力によってフランジの内径面に加わる荷重 

ボルト穴の中心円からＨＤ作用点までの半径方向距離

ガスケット荷重 

ボルト穴の中心円からＨＧ作用点までの半径方向の距

離 

０ｇＢ

気密を十分に保つために，ガスケット又は継手接触

面に加える圧縮力 

mm－1

－ 

－ 

－ 

－ 

mm 

mm 

mm 

mm 

N 

mm 

N 

mm 

N 

mm 

mm 

N 
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ＪＩＳの記号 計算書の表示 表示内容 単位 

ＨＴ 

ｈＴ

Ｋ 

Ｌ 

ｍ 

ＭＤ

ＭＧ

Ｍｇ

Ｍ０

ＭＴ 

Ｎ 

ｎ 

Ｒ 

Ｔ 

ｔ 

Ｕ 

Ｖ 

ＶＬ

ＨＴ 

ｈＴ

Ｋ 

Ｌ 

ｍ 

ＭＤ

ＭＧ

Ｍｇ

Ｍ０

ＭＴ 

Ｎ 

ｎ 

Ｒ 

Ｔ 

ｔ 

Ｕ 

Ｖ 

ＶＬ

圧力によってフランジに加わる全荷重とフランジの

内径面に加わる荷重との差 

ボルト穴の中心円からＨＴ作用点までの半径方向距離

フランジの内外径の比，
Ｂ

Ａ

係数 
ｄ

ｔ
＋

Ｔ

ｅ＋ｔ
＝

31

ガスケット係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 

表 2 による。） 

内圧によってフランジの内径面に加わる荷重による

モーメント

ガスケット荷重によるモーメント 

ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント 

使用状態でフランジに作用するモーメント 

内圧によってフランジに加わる全荷重とフランジの

内径面に加わる荷重との差によるモーメント 

ガスケットの接触面の幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書 3 表 3による。） 

ボルトの本数 

ボルトの中心円からハブとフランジ背面との交点ま

での半径方向の距離 

Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数（ＪＩＳ Ｂ ８

２６５ 附属書 3 図 7又は図中の算式による。） 

フランジの厚さ

Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数（ＪＩＳ Ｂ ８

２６５ 附属書 3 図 7又は図中の算式による。） 

一体形フランジ及び一体形フランジとして計算する

任意形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附

属書 3 図 8 又は附属書 3 表 4による。） 

ルーズ形フランジ及びルーズ形フランジとして計算

する任意系フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書 3 図 9又は附属書 3 表 4による。） 

N 

mm 

－ 

－ 

－ 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

mm 

－ 

mm 

－ 

mm 

－ 

－ 

－ 
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ＪＩＳの記号 計算書の表示 表示内容 単位 

Ｗｇ 

Ｗｍ１ 

Ｗｍ２ 

Ｗｏ

Ｙ 

ｙ 

Ｚ 

π 

σａ 

σｂ 

σｆ 

σｆ 

σｎ 

σｎ 

σＨ

σＲ

σＴ 

Ｗｇ 

Ｗｍ１ 

Ｗｍ２ 

Ｗｏ

Ｙ 

ｙ 

Ｚ 

π 

σａ 

σｂ 

σｆａ 

σｆ 

σｎａ 

σｎ 

σＨ

σＲ

σＴ 

ガスケット締付時のボルト荷重 

使用状態での必要な最小ボルト荷重 

ガスケット締付時に必要な最小ボルト荷重 

使用状態でのボルト荷重 

Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数（ＪＩＳ Ｂ ８

２６５ 附属書 3 図 7又は図中の算式による。） 

ガスケットの最小設計締付圧力（ＪＩＳ Ｂ ８２

６５ 附属書 3 表 2 による。） 

Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数（ＪＩＳ Ｂ ８

２６５ 附属書 3 図 7又は図中の算式による。） 

円周率 

常温におけるボルト材料の許容引張応力 

（設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 7によ

る。） 

最高使用温度におけるボルト材料の許容引張応力

（設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 7によ

る。） 

常温におけるフランジ材料の許容引張応力 

（設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5又は

表 6 による。） 

最高使用温度におけるフランジ材料の許容引張応力

（設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5又は

表 6 による。） 

管台又は胴の材料の常温における許容引張応力（設

計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5又は表 6

による。） 

管台又は胴の材料の最高使用温度における許容引張

応力（設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

又は表 6 による。） 

ハブの軸方向応力

フランジの径方向応力

フランジの周方向応力

N 

N 

N 

N 

－ 

N/mm2

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa＊ 

MPa＊ 

MPa＊ 
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ＪＩＳの記号 計算書の表示 表示内容 単位 

ガスケット座

面の形状 

ガスケット座面の形状（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附

属書 3 表 3 による。） 
－ 

注記 ＊：ＪＩＳ Ｂ ８２６５は「N/mm2」を使用しているが，設計・建設規格に合わせ「MPa」

に読み替えるものとする。 

(1) フランジの内圧計算

任意形フランジは，一体形フランジとして計算する。

ただし，下記条件をすべて満足する場合には，ハブなしルーズ形フランジとして計算す

る。 

ｇ０≦16 mm     ， Ｂ／ｇ０≦300 

Ｐ≦2 MPa  ， 最高使用温度≦370 ℃ 

a. ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径

ガスケット座の有効幅ｂ及びガスケット反力円の直径Ｇは，ガスケット座の基本幅

ｂｏに従い以下のように求める。 

ｂｏ≦6.35 mmの場合 

０ｂ＝ｂ

－ＮＧ＝Ｇ ｓ

ｂｏ＞6.35 mmの場合 

０ｂｂ＝ 2.52

ｂ－Ｇ＝Ｇ ｓ 2

ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表3による。 

b. 計算上必要なボルト荷重

(a) 使用状態で必要なボルト荷重

Ｐｍ１＝Ｈ＋ＨＷ

ＰＧ
π

Ｈ＝ 2

4
 

ＰｍＧｂπ＝ＨＰ 2

(b) ガスケット締付時に必要なボルト荷重

ｙＧｂ＝πＷ ｍ２

熱交換器の管板を挟む一対のフランジのように，フランジ又はガスケットが同一で

ない場合は，Ｗｍ１及びＷｍ２の値は，それぞれのフランジ又はガスケットについて計

算した値のうちの大きい方とし，その値を両方のフランジの計算に用いる。 

また，セルフシールガスケットを用いる場合は， 

ＰＤ
π

＝＝ＨＷ ｇｍ１

2

4
 

0＝Ｗ ｍ２

とする。 
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c. ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積

ｂｍ１ｍ１ σＷ＝Ａ （使用状態） 

ａｍ２ｍ２ σＷ＝Ａ （ガスケット締付時） 

ｍ２ｍ１ｍ ，ＡＡ＝ＭａｘＡ

ｎｄ
π

＝Ａ ｂｂ

2

4
 

d. フランジの計算に用いるボルト荷重

Ｗｏ＝Ｗｍ１（使用状態） 

Ｗｇ＝（Ａｍ＋Ａｂ）・σａ／2（ガスケット締付時） 

e. 使用状態でフランジに加わる荷重

ＰＢ
π

＝ＨＤ
2

4
 

ＨＧ＝Ｗ０－Ｈ 

ＨＴ＝Ｈ－ＨＤ

f. 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム

フランジの形式 ｈＤ ｈＧ ｈｒ 

一体形フランジ及び一

体形フランジとして計

算する任意形フランジ 
１ｇＲ＋ 0.5

2

Ｃ－Ｇ

2
Ｇ１＋ｈＲ＋ｇ

差込み形フランジ及び

ルーズ形フランジとし

て計算する任意形フラ

ンジ
2

Ｃ－Ｂ

2

Ｃ－Ｇ

2
ＧＤ＋ｈｈ

ラップジョイント形

フランジ 2

Ｃ－Ｂ

2

Ｃ－Ｇ

2

Ｃ－Ｇ

ただし， 

１－ｇ
Ｃ－Ｂ

Ｒ＝
2

 

また，セルフシールガスケットを用いる場合は，ＧはＤｇと読み替える。 

（ｈ項においても同じ。） 

g. 使用状態でフランジに作用するモーメント

ＭＤ＝ＨＤ・ｈＤ 

ＭＧ＝ＨＧ・ｈＧ 

ＭＴ＝ＨＴ・ｈＴ 

Ｍ０＝ＭＤ ＭＧ ＭＴ 
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h. ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント

2

Ｃ－Ｇ
＝ＷＭ ｇｇ

i. 一体形フランジ，一体形フランジとして計算する任意形フランジ及びルーズ形フラン

ジでハブを考慮して計算するものの応力 

(a) 使用状態でのフランジ応力

ＢｇＬ

Ｍｆ
＝σ

１

０
Ｈ 2

ＢｔＬ

Ｍｅ＋ｔ
＝σ ０

Ｒ 2

11.33

Ｒ
０

Ｔ σ－Ｚ
Ｂｔ

ＭＹ
＝σ

2

(b) ガスケット締付時のフランジの応力

ＢｇＬ

Ｍｆ
＝σ

１

ｇ
Ｈ 2

ＢｔＬ

Ｍｅ＋ｔ
＝σ ｇ

Ｒ 2

11.33

Ｒ
ｇ

Ｔ σ－Ｚ
Ｂｔ

ＭＹ
＝σ 2

ここで， 

ｄ

ｔ
＋

Ｔ

ｅ＋ｔ
Ｌ＝

31

００ ｇＢ＝ｈ

2
００

Ｌ

ｇｈ
Ｖ

Ｕ
ｄ＝

（一体形フランジ及び一体形フランジとして計算する任意形のフランジの場合） 

2
００

Ｌ

ｇｈ
Ｖ

Ｕ
ｄ＝

（ルーズ形フランジ及びルーズ形フランジとして計算する任意形フランジの場

合） 
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０ｈ

Ｆ
ｅ＝

（一体形フランジ及び一体形フランジとして計算する任意フランジの場合） 

０

Ｌ

ｈ

Ｆ
ｅ＝

（ルーズ形フランジ及びルーズ形フランジとして計算する任意形フランジの場

合） 

j. ルーズ形フランジでハブがないもの，ハブを無視して計算するもの及びハブなしルー

ズ形フランジとして計算する任意形フランジの応力 

(a) 使用状態でのフランジの応力

0＝σＨ

0＝σＲ

Ｂｔ

ＭＹ
＝σ ０

Ｔ 2

(b) ガスケット締付時のフランジの応力

0＝σＨ

0＝σＲ

Ｂｔ

ＭＹ
＝σ

ｇ

Ｔ 2

k. 評価

内圧を受けるフランジは，下記の条件を満足すれば十分である。

(a) 一体形フランジ，一体形フランジとして計算する任意形フランジ及びルーズ形フラ

ンジでハブを考慮するもの

イ. ボルトの総有効断面積
ｍｂ＞ＡＡ

ロ. ハブの軸方向応力

一体形フランジとして計算するものの場合 

使用状態にあっては 
ｎｆＨ σ，σＭｉｎ≦σ 1.51.5

ガスケット締付時にあっては 
ｎаｆａＨ σ，σＭｉｎ≦σ 1.51.5

図 2-40 ＦＬＡＮＧＥ－2 に示すハブ付き一体形フランジの場合 

使用状態にあっては 
ｎｆＨ σ，σＭｉｎ≦σ 2.51.5

ガスケット締付時にあっては 
ｎаｆаＨ σ，σＭｉｎ≦σ 2.51.5

上記以外で鋳鉄以外の材料の場合 

使用状態にあっては 
ｆＨ σ≦σ 1.5

ガスケット締付時にあっては 
ｆаＨ σ≦σ 1.5

ハ. フランジの径方向応力

使用状態にあっては 
ｆＲ σ≦σ
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ガスケット締付時にあっては 
ｆаＲ σ≦σ

二. フランジの周方向応力

使用状態にあっては 
ｆＴ σ≦σ

ガスケット締付時にあっては 
ｆаＴ σ≦σ

ホ. 軸方向と径方向応力の平均

使用状態にあっては ｆ
ＲＨ σ≦

＋σσ

2

ガスケット締付時にあっては ｆа
ＲＨ σ≦

＋σσ

2

ヘ. 軸方向と周方向応力の平均

使用状態にあっては ｆ
ＴＨ σ≦

＋σσ

2

ガスケット締付時にあっては ｆа
ＴＨ σ≦

＋σσ

2

(b) ルーズ形フランジでハブがないもの，ハブを無視して計算するもの及びハブなしル

ーズ形フランジとして計算する任意形フランジ

イ. ボルトの総有効断面積
ｍｂ＞ＡＡ

ロ. フランジの周方向応力

使用状態にあっては 
ｆＴ σ≦σ

ガスケット締付時にあっては 
ｆаＴ σ≦σ
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図 2-40 
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図 2-41 
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図 2-42 
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2.3 火災防護設備用水源タンク（原水タンクを除く）の構造及び強度 

2.3.1 側板の厚さ 

クラス３容器のうち，火災防護設備用水源タンクについては，ＪＩＳ Ｂ ８５０１

3.5.2（側板の厚さ）の規定を適用する。 

(1) 記号の定義

計算書の表示 表示内容 単位

Ｄｉ 胴の内径 m 

Ｈ 水頭 m 

ｆ 最高使用温度における胴の材料の許容引張応力で，

当該日本工業規格の降伏点又は耐力の最小値の 60 %

の値 

MPa 

ｔａ 胴に必要な厚さ mm 

ｔ１ 胴の計算上必要な厚さ mm 

ｔ２ 胴の内径に応じた必要厚さ mm 

ｔ３ 胴の材料に応じた最大呼び厚さ mm 

ｔ 胴の最小厚さ mm 

ｔｓｏ 胴の呼び厚さ mm 

ρ 液体の比重。ただし，1.00 未満の場合は 1.00 とす

る。 

－ 

(2) 算式

開放タンクの胴に必要な厚さは，次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。

a. 胴の計算上必要な最小厚さ：ｔ１

ｔ
１
＝

Ｄ
ｉ
 （Ｈ－0.3） ρ

0.2 ｆ η
ｃ

なお，火災防護用水源タンクは内外綿に塗装施工がされているため，腐食等による減

肉（腐れ代ｃ）は考慮しない。 

b. 胴の内径に応じた必要厚さ：ｔ２

胴の内径の区分に応じＪＩＳ Ｂ ８５０１ 表8に記載される厚さ以上とする。

c. 胴の材料に応じた最大呼び厚さ：ｔ３ 

胴の材料に応じた最大呼び厚さ以下であることをあらかじめ確認しているため，計算

書への記載は省略する。 

(3) 評価

胴の最小厚さ（ｔ）≧胴に必要な厚さ（ｔａ）ならば十分である。 
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2.3.2 底板の厚さ 

クラス３容器のうち，火災防護設備用水源タンクについては，ＪＩＳ Ｂ ８５０１

3.4.2（底板の大きさ）の規定を適用する。 

(1) 記号の定義

計算書の表示 表示内容 単位

ｔｂ 底板の最小厚さ mm 

ｔｂｏ 底板の呼び厚さ mm 

(2) 厚さの制限

底板に使用する板の実際厚さは，6 mm未満となってはならない。

(3) 評価

底板の最小厚さｔｂ≧6 mmならば十分である。
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2.3.3 穴の補強計算 

クラス３容器のうち，火災防護設備用水源タンクについては，ＪＩＳ Ｂ ８５０１

3.5.5（側板の開口穴に対する補強）の規定を適用する。 

(1) 記号の定義

計算書の表示 表示内容 単位

Ａ１～Ａ７ 補強に有効な断面積 mm2 

Ａａ 管台と強め材取付部の溶接部面積 mm2 

Ａｂ 管台と胴取付部の溶接部面積 mm2 

Ａｒｅｑ 補強に必要な面積 mm2 

Ａｔ 補強に有効な断面積の和 mm2 

ＤＰ 胴の開口径 mm 

ＤＲ 強め材の開口径 mm 

Ｆａ～Ｆｃ 溶接部の受持つ荷重 N 

Ｆｒｅｑ 溶接部の負うべき荷重 N 

ｔ 胴の最小厚さ mm 

ｔａ 胴の必要厚さ mm 

ｔｎ 管台の最小厚さ mm 

ｔｒ 強め材の厚さ mm 

Ｓｕｎ 最高使用温度における管台の材料の引張強さ MPa 

Ｓｕｓ 最高使用温度における胴の材料の引張強さ MPa 

Ｓｙｎ 最高使用温度における管台の材料の降伏点 MPa 

Ｓｙｓ 最高使用温度における胴の材料の降伏点 MPa 

Ｗｎｉ 管台と胴取付部の溶接脚長 mm 

Ｗｎｏ 管台と強め材取付部の溶接脚長 mm 

σａＦ 
最高使用温度における強め材外周溶接部の許容せん

断応力 
MPa 

σａｔ 
最高使用温度における側板の許容引張応力 

（降伏点又は耐力の最小値の 60 ％） 
MPa 
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(2) 穴の補強計算

a. 補強の要否検討

火災防護設備用水源タンクの胴に穴を開けた場合，原則として補強する。

ただし，以下に示す条件を満足する場合は，補強を必要としない。

 ＤＰ＜85 mm  （ 2.1 ） 

b. 補強計算

前述するa.項の補強の要否検討において，（2.1）式に示す条件に当てはまらない場

合は，以下の手順により補強計算を行い，補強に有効な範囲内にある補強に有効な面

積が補強に必要な面積より大きいことを確認する。また，溶接部の強さが負うべき荷

重より大きいことを確認する。 

 なお，ＪＩＳ Ｂ ８５０１の「3.10 附属物」に規定される図及び表に従った構

造であれば，補強計算の必要はない。 

補強計算説明図の代表例を以下に示す。 

or  ：補強に有効な面積 

：補強に必要な面積 

強め材 

側板内面 
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(a) 面積計算

ＪＩＳ Ｂ ８５０１該当部 

補強に必要な面積 Ａｒｅｑ＝ＤＰ・ｔａ  3.5.5（2） 

補強に有効な面積 Ａ１＝2・（ＤＰ－ＤＲ／2）・ｔｒ     3.5.5（1）（a） 

Ａ２＝2・（4・ｔｎ）・ｔｎ     3.5.5（3）（3.2） 

Ａ３＝2・ｔ・ｔｎ    3.5.5（3）（3.3） 

Ａ４＝2・ｔｎ・ｔｎ   3.5.5（3）（3.4） 

Ａ５＝2・（ＤＰ／2）・（ｔ－ｔａ）     3.5.5（1）（ｄ） 

Ａ６＝2・（１／２）・Ｗｎｏ
2  3.5.5（2） 

Ａ７＝2・（１／２）・Ｗｎｉ
2  3.5.5（2） 

Ａｔ＝Ａ１＋Ａ２＋Ａ３＋Ａ４＋Ａ５＋Ａ６＋Ａ７ 

(b) 強め材外周溶接 の脚長の検討

イ. すみ肉溶接が荷重を受ける有効範囲内の面積

 部の面積 Ａａ＝Ｗｎｏ・π・ＤＰ  3.5.5（4） 

 部の面積 Ａｂ＝Ｗｎｉ・π・ＤＰ  3.5.5（4） 

ロ. すみ肉溶接が受持たなければならない全荷重：Ｆｒｅｑ

Ｆｒｅｑ＝（Ａｒｅｑ－Ａ５）・σａｔ 

ハ. すみ肉溶接 部の受ける荷重：Ｆａ

Ｆａ＝Ａａ・σａＦ 

ニ. すみ肉溶接 部の受ける荷重：Ｆｂ

Ｆｂ＝Ａｂ・σａＦ

ホ. すみ肉溶接部 の受けもつ荷重：Ｆｃ

Ｆｃ＝Ｆｒｅｑ－Ｆａ－Ｆｂ 

(c) 評価結果

イ. 面積計算 Ａｔ≧Ａｒｅｑならば十分である。 

ロ. 溶接部強さ Ｆｃ≦0であることを確認する。

また，この時の脚長は4.5 mmとする。 
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別紙 クラス３容器の強度計算書のフォーマット 
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Ⅴ-3-＊-＊-＊ ○○○○○○○○○○○○の強度計算書 
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まえがき 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-4 クラス３機器の強度計算の基本方針」及び「Ⅴ-3-2-6 ク

ラス３容器の強度計算方法」に基づいて計算を行う。

なお，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算方法の概要」に基づき，火災防護設備用水源タンクにつ

いては評価条件整理表は不要とする。 
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1. 計算条件

1.1 計算部位 

概要図に強度計算箇所を示す。 

図中の番号は次ページ以降の 

計算項目番号を示す。 

図1-1 概要図 

2.3（2） 

2.3（1） 

2.3（5） 

2.3（6）

2.3（7）

2.3（8）

2.3（10） 

2.3（10）

2.3（3），2.3（4） 

2.3（9） 

2.1（3）

2.1（2）

2.1（1）

2.1（6）

2.3（7）2.3(8) 2.3(10) 2.2（1） 2.3(10)
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1.2 設計条件 

最高使用圧力（MPa） 静水頭 

最高使用温度（℃） 
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2. 強度計算

2.1 開放タンクの胴の厚さの計算 

設計・建設規格 PVD-3010，PVD-3110（PVC-3920準用） 

胴板名称 (1) 胴板

材料 

水頭   Ｈ    (m) 

最高使用温度  (℃) 

胴の内径   Ｄｉ  (mm) 

液体の比重    ρ 

許容引張応力   Ｓ    (MPa) 

継手効率   η 

継手の種類 

放射線検査の有無 

必要厚さ   ｔ１  (mm) 

必要厚さ   ｔ２ (mm) 

必要厚さ   ｔ３ (mm) 

ｔ１，ｔ２，ｔ３ の大きい値  ｔ    (mm) 

呼び厚さ   ｔｓｏ  (mm) 

最小厚さ   ｔｓ  (mm) 

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 
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2.2 開放タンクの底板の厚さの計算 

設計・建設規格 PVD-3010（PVC-3960，PVC-3970準用） 

（イ）設計・建設規格 PVC-3960（1） 

  底板の形：平板 

（ロ）設計・建設規格 PVC-3970（1） 

底板名称 (1) 底板

材料 

必要厚さ   ｔ    （mm） 

呼び厚さ   ｔｂｏ   （mm） 

最小厚さ   ｔｂ   （mm） 

評価：ｔｂ≧ｔ，よって十分である。 
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2.3 容器の管台の厚さの計算 

設計・建設規格 PVD-3010，PVD-3110（PVC-3980準用） 

管台名称 (1) ○○入口

材料 

水頭   Ｈ    (m) 

最高使用温度  (℃) 

胴の内径   Ｄｉ  (mm) 

液体の比重    ρ 

許容引張応力   Ｓ    (MPa) 

継手効率   η 

継手の種類 

放射線検査の有無 

必要厚さ   ｔ１  (mm) 

必要厚さ   ｔ２ (mm) 

ｔ１，ｔ２ の大きい値      ｔ  (mm) 

呼び厚さ   ｔｎｏ  (mm) 

最小厚さ   ｔｎ  (mm) 

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。 
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2.4 開放タンクの補強を要しない穴の最大径の計算 

設計・建設規格 PVD-3511，PVD-3512 

胴板名称 (1) 胴板

補強の計算を要する85 mmを超える穴の名称 

※ただし，PVD-3511に記載される監視用に設け

る穴であるものを除く

○○出口（3.5（1））

○○入口（3.5（2））
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2.5 容器の穴の補強計算 

設計・建設規格 PVD-3010，PVD-3110，PVD-3510（PVC-3160，PVC-3950準用） 

参照附図 ＷＥＬＤ－１１ 

部材名称 （1） ○○出口

胴板材料 

管台材料 

強め板材料 

最高使用圧力   Ｐ    (MPa) 

最高使用温度   (℃) 

胴板の許容引張応力 Ｓｓ  (MPa) 

管台の許容引張応力 Ｓｎ    (MPa) 

強め板の許容引張応力 Ｓｅ    (MPa)

穴の径    ｄ    (mm) 

管台が取付く穴の径 ｄｗ   (mm) 

胴板の最小厚さ ｔｓ     (mm) 

管台の最小厚さ ｔｎ     (mm) 

胴板の継手効率 η 

係数   Ｆ 

胴の内径   Ｄｉ     (mm) 

胴板の計算上必要な厚さ ｔｓｒ   (mm) 

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ   (mm) 

穴の補強に必要な面積 Ａｒ    (mm2) 

補強の有効範囲 Ｘ１  (mm) 

補強の有効範囲 Ｘ２  (mm) 

補強の有効範囲    Ｘ    (mm) 

補強の有効範囲 Ｙ１  (mm) 

補強の有効範囲 Ｙ２  (mm) 

強め板の最小厚さ ｔｅ  (mm) 

強め板の外径 Ｂｅ  (mm) 

管台の外径    Ｄｏｎ   (mm) 

溶接寸法   Ｌ１  (mm) 

溶接寸法   Ｌ２  (mm) 

溶接寸法   Ｌ３  (mm) 

胴板の有効補強面積 Ａ１    (mm2) 

管台の有効補強面積 Ａ２    (mm2) 

すみ肉溶接部の有効補強面積Ａ３    (mm2) 

強め板の有効補強面積 Ａ４    (mm2) 

補強に有効な総面積 Ａ０    (mm2) 

補強：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。 
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部材名称 (1) ○○出口

大きい穴の補強 

補強を要する穴の限界径 ｄｊ  (mm) 

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。 

溶接部にかかる荷重 Ｗ１   (N) 

溶接部にかかる荷重 Ｗ２   (N) 

溶接部の負うべき荷重 Ｗ  (N) 

すみ肉溶接の許容せん断応力 Ｓｗ１  (MPa) 

突合せ溶接の許容せん断応力 Ｓｗ２  (MPa) 

突合せ溶接の許容引張応力 Ｓｗ３  (MPa) 

管台壁の許容せん断応力 Ｓｗ４  (MPa) 

応力除去の有無 

すみ肉溶接の許容せん断応力係数 Ｆ１

突合せ溶接の許容せん断応力係数 Ｆ２

突合せ溶接の許容引張応力係数 Ｆ３

管台壁の許容せん断応力係数 Ｆ４

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ１  (N) 

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ２  (N) 

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ３  (N) 

突合せ溶接部のせん断力 Ｗｅ４  (N) 

突合せ溶接部の引張力 Ｗｅ８  (N) 

突合せ溶接部の引張力 Ｗｅ９  (N) 

管台のせん断力 Ｗｅ１０  (N) 

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ１  (N) 

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ２  (N) 

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ３  (N) 

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ４  (N) 

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ５  (N) 

評価：Ｗｅｂｐ1≧Ｗ，Ｗｅｂｐ２≧Ｗ，Ｗｅｂｐ３≧Ｗ，Ｗｅｂｐ４≧Ｗ，Ｗｅｂｐ５≧Ｗ 

以上より十分である。
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2.1 側板の厚さの計算 

ＪＩＳ Ｂ ８５０１ 3.5.2 

胴板名称 (1) 側板

材料 

水頭   Ｈ    (m) 

胴の内径   Ｄｉ    (m) 

液体の比重    ρ 

許容引張応力 ｆ＊  (MPa) 

継手効率   η 

放射線透過試験又は超音波探傷試験の有無 

必要厚さ   ｔ１   (mm) 

胴の内径に応じた必要厚さ ｔ２   (mm) 

ｔ１，ｔ２の大きい値   ｔａ (mm) 

呼び厚さ   ｔｓｏ   (mm) 

最小厚さ  ｔ    (mm) 

評価：ｔ≧ｔａ，よって十分である。 

注記 ＊：降伏点又は耐力の最小値の60 ％ 
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2.2 底板の厚さの計算 

ＪＩＳ Ｂ ８５０１ 3.4.2 

底板名称 (1) 底板

材料 

呼び厚さ ｔｃｏ  (mm) 

最小厚さ ｔｂ (mm) 

評価：ｔｂ≧6.0 mm，よって十分である。 
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2.3 穴の補強計算 

a. 補強計算の要否検討

ＪＩＳ Ｂ ８５０１ 3.5.5

管台名称 
胴の開口径 

Ｄp (mm) 

補強を 

要しない 

穴の径 (mm) 

構造 
補強計算

の要否＊ 

(1) ○○入口 － 要 

(2) ○○出口

ＪＩＳ Ｂ ８５

０１「3.10 附属

物」による 

否 

注記 ＊：ＤＰ＞85 mmもしくはＪＩＳ Ｂ ８５０１の「3.10 附属物」に規定される構造であ

れば，補強計算は不要とする。 
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b. 補強計算

ＪＩＳ Ｂ ８５０１ 3.5.5 

管台名称 (1) ○○入口

胴の開口径   ＤＰ   (mm) 

強め材の開口径   ＤＲ   (mm) 

胴の最小厚さ  ｔ    (mm) 

胴の必要厚さ  ｔａ   (mm) 

管台の最小厚さ   ｔｎ   (mm) 

強め材の厚さ  ｔｒ   (mm) 

管台と胴取付部の溶接脚長 Ｗｎｉ  (mm) 

管台と強め材取付部の溶接脚長 Ｗｎｏ  (mm) 

補強に必要な面積 Ａｒｅｑ  (mm2) 

補強に有効な面積(mm2) 

Ａ１ 

Ａ２ 

Ａ３ 

Ａ４ 

Ａ５ 

Ａ６ 

Ａ７ 

Ａｔ＝Ａ１＋Ａ２＋Ａ３＋Ａ４＋Ａ５＋Ａ６＋Ａ７ 

溶接部強さ 

溶接部の負うべき荷重 Ｆｒｅｑ 

溶接部の受持つ荷重（ 部） Ｆａ 

溶接部の受持つ荷重（ 部） Ｆｂ 

溶接部の受持つ荷重（ 部） Ｆｃ 

評価：Ｆｃ≦0，よって十分である。 




